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平 成 2 8 年 第 ４ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

平成28年10月18日（火曜日）

午前10時２分開会

第４委員会室

出席委員

委員長 渡久地 修君

副委員長 新 垣 光 栄君

委 員 花 城 大 輔君 又 吉 清 義君

中 川 京 貴君 仲 田 弘 毅君委 員

宮 城 一 郎君 当 山 勝 利君委 員

仲宗根 悟君 玉 城 満君委 員

比 嘉 瑞 己君 上 原 章君委 員

當 間 盛 夫君委 員

説明のため出席した者の職、氏名

企 画 部 長 下 地 明 和君

参 事 下 地 正 之君

企 画 調 整 課 長 儀 間 秀 樹君

交 通 政 策 課 長 座 安 治君

武 田 真君交 通 政 策 課
公 共 交 通 推 進 室 長

科 学 技 術 振 興 課 長 長 濱 為 一君

総 合 情 報 政 策 課 長 上 原 孝 夫君

地 域 ・ 離 島 課 長 屋比久 義君

市 町 村 課 副 参 事 髙江洲 昌 幸君

会 計 管 理 者 金 良 多恵子さん

監 査 委 員 事 務 局 長 武 村 勲君

人 事 委 員 会 事 務 局 長 親 川 達 男君

議 会 事 務 局 長 知 念 正 治君

本日の委員会に付した事件

１ 平成27年度沖縄県一般会計決算平成 28 年

第４回議会 の認定について（企画部、出納

認定第１号 事務局、監査委員事務局、人

事委員会事務局、議会事務局

所管分）

２ 決算調査報告書記載内容等について

3 4ii
ただいまから総務企画委員会を〇渡久地修委員長

開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る平成28年第

４回議会認定第１号の調査及び決算調査報告書記載

内容等についてを一括して議題といたします。

本日の説明員として、企画部長、会計管理者、監

査委員事務局長、人事委員会事務局長及び議会事務

局長の出席を求めております。

まず初めに、企画部長から企画部関係決算の概要

の説明を求めます。

下地明和企画部長。

お手元の平成27年度歳入歳出〇下地明和企画部長

決算説明資料により御説明申し上げます。

資料の１ページをお開きください。

平成27年度一般会計歳入決算について御説明申し

上げます。

企画部所管の歳入決算総額は、予算現額555億

5689万4800円に対し、調定額451億4531万7908円、収

入済額451億4515万８円、不納欠損額ゼロ円、収入未

済額16万7900円となっております。

款ごとに御説明申し上げます。

（ ） 、 、款 使用料及び手数料は 予算現額380万6000円

調定額159万4171円で、同額収入済みであります。こ

れは、主に行政財産使用許可に係る使用料収入であ

ります。

（ ） 、 、款 国庫支出金は 予算現額496億7787万7800円

調定額403億2443万9297円で、同額収入済みでありま

す。

これは主に （項）国庫補助金の沖縄振興特別推進、

交付金や （項）委託金の国勢調査費であります。、

（款）財産収入は、予算現額１億3706万9000円、

調定額１億5725万2938円で、同額収入済みでありま

す。

財産収入の主なものは （項）財産運用収入（目）、

財産貸付収入における沖縄県特定駐留軍用地内土地

貸付料であります。

資料の２ページをお開きください。

（款）寄附金は、予算現額150万円、調定額67万

9000円で、同額収入済みであります。

これは知的・産業クラスター形成推進寄附金とし

ての受け入れであります。

（款）繰入金は、予算現額９億8131万4000円、調

総務企画委員会記録（第２号）



－198－

、 。定額９億7299万5322円で 同額収入済みであります

これは主に、沖縄県特定駐留軍用地内土地取得事

業基金からの繰り入れであります。

（款）諸収入は、予算現額３億5452万8000円、調

定額４億5985万7180円で 収入済額４億5968万9280円、

で、収入未済額16万7900円となっております。

諸収入の主なものは （目）総務貸付金元利収入の、

地域総合整備資金貸付金元利収入であります。

また、収入未済については （項）雑入（目）雑入、

の沖縄県地上デジタル放送受信者支援事業の交付決

定取り消しに係る返還金であります。

（款）県債は、予算現額44億80万円、調定額32億

2850万円で、同額収入済みであります。

これは主に、総合行政情報通信ネットワーク高度

化事業であります。

３ページをお開きください。

平成27年度一般会計歳出決算について御説明申し

上げます。

企画部の予算は （款）総務費に計上されておりま、

す。

歳出決算総額は、予算現額637億5168万4000円に対

し、支出済額527億7685万1255円、翌年度繰越額89億

6344万3000円、不用額20億1138万9745円となってお

ります。

予算現額に対する支出済額の割合である執行率は

82.8％、繰越額の割合である繰越率は14.1％であり

ます。

翌年度繰越額について御説明申し上げます。

翌年度繰越額（Ｃ欄）をごらんください。

（項）企画費の繰越額22億5347万6000円のうち、

（目）企画総務費13億1093万4000円は、自治体情報

セキュリティ強化対策事業、総合行政情報通信ネッ

トワーク高度化事業の事業実施に伴う繰り越しであ

ります。

（目）計画調査費９億4254万2000円は、那覇空港

利便性向上支援事業、離島航路運航安定化支援事業

など５事業に係る繰り越しであります。

（項）市町村振興費の繰り越しは （目）沖縄振興、

特別推進交付金67億996万7000円となっております。

不用額の主なものについて御説明申し上げます。

右側の不用額欄をごらんください。

（項）総務管理費の不用額511万5606円は、主に特

定駐留軍用地土地取得事業における土地貸付料が、

当初見込みを下回ったことによる基金への積立金の

減であります。

（項）企画費の不用額３億7901万6892円のうち、

（目）企画総務費に係る主なものは、ネットワーク

整備費における機器賃借料の執行残及び総合行政

ネットワークに係る負担金の執行残によるものであ

ります。

（目）計画調査費に係る主なものは、沖縄離島住

民等交通コスト負担軽減事業において航空事業者に

対する負担金が見込みよりも少なかったことによる

執行残、亜熱帯・島しょ型エネルギー基盤技術研究

事業において研究に要する経費の削減が図られたこ

とによる補助金の執行残によるものであります。

（ ） 、項 市町村振興費の不用額15億7456万6899円は

（目）沖縄振興特別推進交付金に係る市町村事業に

おいて入札残や事業計画の変更等による交付金の執

行残であります。

（項）選挙費の不用額134万3129円は、経費節減に

よる旅費及び需用費等の執行残であります。

（項）統計調査費の不用額5134万7219円は、主に

国勢調査のための市町村に対する交付金の執行残で

あります。

以上で、企画部所管の平成27年度一般会計歳入歳

出決算概要の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

。〇渡久地修委員長 企画部長の説明は終わりました

次に、会計管理者から出納事務局関係決算の概要

の説明を求めます。

金良多恵子会計管理者。

出納事務局所管の平成〇金良多恵子会計管理者

27年度歳入歳出決算の概要について、お手元にお配

りしております平成27年度歳入歳出決算説明資料、

出納事務局に基づきまして御説明いたします。

資料の１ページをごらんください。

初めに、歳入について御説明いたします。

予算現額は （款）使用料及び手数料 （款）財産、 、

収入 （款）諸収入の合計で3261万6000円となってお、

ります。

調定額は20億1122万6636円で、収入済額も同額と

なっております。

（款）使用料及び手数料（項）証紙収入について

は、欄外で説明しておりますように、各部で予算を

計上していることから予算現額はゼロ円となってお

ります。

証紙収入の調定額及び収入済額については、出納

事務局会計課で行っている証紙売りさばき分になり

ます。

資料の２ページをごらんください。

次に、歳出決算について御説明いたします。

款 総務費 項 総務管理費の予算現額５億9836万（ ） （ ）

2000円に対し、支出済額は５億8129万7817円で、予
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算現額に対する支出済額の割合である執行率は

97.1％となっております。

不用額は1706万4183円で、その主なものは （目）、

一般管理費の331万6691円は職員手当等の執行残、

（目）会計管理費の1110万1738円は委託料、需用費

の執行残 （目）財産管理費の264万5754円は賃金、、

旅費の執行残となっております。

以上で、出納事務局の平成27年度歳入歳出決算の

概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

会計管理者の説明は終わりまし〇渡久地修委員長

た。

次に、監査委員事務局長から監査委員事務局関係

決算の概要の説明を求めます。

武村勲監査委員事務局長。

監査委員事務局所管の〇武村勲監査委員事務局長

平成27年度一般会計歳入歳出決算の概要につきまし

て、お手元にお配りしてあります平成27年度歳入歳

出決算説明資料に基づきまして御説明いたします。

資料の１ページをお開きください。

歳入の決算について御説明いたします。

監査委員事務局の歳入総額は （款）諸収入となっ、

ており、収入済額が9042円となっております。

その内容につきましては、事務補助員に係る雇用

保険料となっております。

なお、調定額に対する収入済額の割合は100％と

なっております。

次に、資料の２ページをお開きください。

歳出の決算について御説明いたします。

歳出の合計は （款）総務費（項）監査委員費の予、

算現額１億7894万9000円に対しまして、支出済額は

１億7162万1355円で、執行率は95.9％となっており

ます。

不用額は732万7645円で、その主なものとしまして

は、共済費の執行残や旅費等で節減に努めた結果に

よるものでございます。

以上で、監査委員事務局所管の決算の概要説明を

終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

監査委員事務局長の説明は終わ〇渡久地修委員長

りました。

次に、人事委員会事務局長から人事委員会事務局

関係決算の概要の説明を求めます。

親川達男人事委員会事務局長。

人事委員会事務局〇親川達男人事委員会事務局長

所管の平成27年度一般会計歳入歳出決算の概要につ

きまして、お手元にお配りしております平成27年度

歳入歳出決算説明資料、人事委員会事務局に基づき

まして御説明申し上げます。

資料の３ページをごらんください。

初めに、歳入状況について御説明いたします。

人事委員会事務局の歳入総額は （款）諸収入の収、

入済額157万329円となっております。

その内容については、公平審査・苦情相談業務の

受託経費、警察官採用共同試験の実施に係る経費、

事務補助員に係る雇用保険料等であります。

なお、調定額に対する収入済額の割合は100％と

なっております。

資料の４ページをごらんください。

次に、歳出状況について御説明いたします。

（款）総務費（項）人事委員会費の歳出総額は、

予算現額１億7423万2000円に対し、支出済額１億

6804万2396円 不用額618万9604円で 執行率は96.4％、 、

となっております。

不用額の主な内容は、職員採用試験費の執行残等

であります。

以上で、人事委員会事務局所管の歳入歳出決算の

概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

人事委員会事務局長の説明は終〇渡久地修委員長

わりました。

次に、議会事務局長から議会事務局関係決算の概

要の説明を求めます。

知念正治議会事務局長。

議会事務局所管の平成〇知念正治議会事務局長

27年度一般会計歳入歳出決算の概要につきまして、

お手元にお配りしてあります歳入歳出決算説明資料

に基づき御説明申し上げます。

資料の１ページをお開きください。

初めに、歳入決算について御説明いたします。

議会事務局の歳入総額は、調定額の333万3421円に

対し 収入済額が306万3348円 収入未済額が27万73円、 、

で、収入済額の割合は91.9％となっております。

収入済額のうち 款 使用料及び手数料29万5976円、（ ）

、 。は 議会棟１階ラウンジ等の建物使用料であります

（款）財産収入の10万5480円は、衆議院法制局に

研修派遣している職員に係る有料公舎の自己負担分

であります。

（款）諸収入の266万1892円は、ラウンジの光熱水

費及び賃金職員、嘱託員の本人負担分に係る雇用保

険料等であります。

収入未済額のうち （款）使用料及び手数料５万、

3264円はラウンジの建物使用料で （款）諸収入21万、

6809円はラウンジの光熱水費となっております。
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次に、２ページをお開きください。

歳出決算について御説明申し上げます。

議会事務局の歳出総額は、予算現額の13億4009万

7000円に対し、支出済額が13億247万3978円、不用額

が3762万3022円で、執行率は97.2％となっておりま

す。

不用額の主な内容を（目）別に御説明しますと、

（目）議会費の不用額3095万5560円は、主に旅費及

び政務活動費等の執行残となっております。

次に （目）事務局費の不用額666万7462円は、主、

に職員手当、共済費等の執行残となっております。

以上が、議会事務局所管の歳入歳出決算の概要で

あります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

議会事務局長の説明は終わりま〇渡久地修委員長

した。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては 決算議案の審査等に関する基本的事項に従っ、

て行うことにいたします。

なお、要調査事項の提起の方法及びその取り扱い

等については、昨日と同様に行うこととし、本日の

質疑終了後に協議いたします。

質疑及び答弁に当たっては、その都度委員長の許

可を得てから、重複することがないように簡潔にお

願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うよう御協力をお願いいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に定める所管事務に関す

る決算事項でありますので、十分御留意願います。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

宮城一郎委員。

まず最初に、資料は平成27年度主〇宮城一郎委員

要施策の成果に関する報告書の28ページのところを

お開きください。

事業名は大規模駐留軍用地跡地利用推進費という

。 。ところでございます これについて教えてください

この中で、３番の事業の効果というところからお尋

ねしていきます。

（１）普天間飛行場の跡地利用計画策定に向けた

中間取りまとめを踏まえ、文化財、自然環境の文献

、 、及び現況調査などにより 計画内容の具体化を図り

今後の跡地利用計画策定につなげていくとあります

けれども、実際にこの文化財、自然環境の文献及び

現況調査によってというのは、具体的にどういう調

査をやられたのか、わかれば教えてください。

普天間飛行場の跡地利用に〇下地正之企画部参事

向けては、県と宜野湾市が共同で跡地利用計画策定

に向けて取り組みを進めております。その中で、宜

野湾市と共同で作業を進めています。現時点で、平

成25年度３月に、中間段階の成果である中間取りま

とめを取りまとめ、今後、計画内容の具体化を図る

ための作業を進めております。作業の進め方としま

しては、今、委員のおっしゃいましたように、まず

文化財、自然環境がどのように分布しているかとい

うことを今、調査をしているところでございます。

文化財に関しましては、県文化財課あるいは宜野湾

市の文化課が作業を進めておりまして 県は平成11年、

から、宜野湾市は平成10年から進めております。試

掘調査範囲、調査可能な試掘調査は5100カ所のうち

３分の１程度の試掘調査は終わっており、その後、

範囲確認調査をしてるところであります。

実は 御承知のとおり環境補足協定が平成27年９月、

に発足して以降は調査ができていない状況でありま

す。そういった、立入調査にいろいろな制約があり

ますけれども、文献調査とか、資料調査、あと周辺

の調査を宜野湾市は行っておりますので、それに関

、 、して普天間飛行場の地形とか地質とか 文化財とか

分布状況とか、重要な自然・植生についてある程度

把握しているところもあります。これをもとに土地

利用の構造を踏まえて、土地利用のあり方について

今、検討しているところです。

続いて（２）普天間飛行場跡地利〇宮城一郎委員

用の検討状況について、わかりやすくイメージでき

るプロモーションビデオを作成し、県民全体の跡地

利用への機運醸成を図るとありますけれども、私は

、宜野湾市選出で生まれも育ちも普天間ですけれども

このプロモーションビデオはどこで見られますか。

プロモーションビデオは、〇下地正之企画部参事

県のホームページでも公開しております。

もともとこのプロモーションビデオをつくろうと

一致したきっかけは、地主会の方が、これまでいろ

いろなパンフレットとか報告書をつくっているけれ

ども、何かこれわかりにくいと、もっとわかりやす

いイメージをつくってもらえないかという地主会か
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らの要望もありまして、つくったのがきっかけであ

りますけれども、普天間飛行場は481ヘクタールと大

きいものですから、バーチャルリアリティーという

技術を活用してやっておりますので、データ量が大

きいものですから 平成26年度は中央部分 平成27年、 、

度は文化財が密集している北側部分、今年度は南側

部分ということで作業を進めています。

県のホームページでも公開していますし、県庁の

ロビーでも公開しています。

宜野湾市の、例えば地主会の評議委員会とか、若

手会、ＮＢミーティングの活動の番組も紹介しなが

ら活用を図っているところでございます。

県ではホームページで、宜野湾市〇宮城一郎委員

との連携においてはＮＢミーティングとかでという

ことですね。そのプロモーションビデオを提供して

いるということですか。

ＮＢミーティングの集まり〇下地正之企画部参事

とか、若手の隊員において、プロモーションビデオ

をごらんいただいて、いろいろな意見をもらって、

今後の跡地利用計画策定につなげていくと、意見を

聴取するということで活用しています。

続いて （３）中南部都市圏駐留軍〇宮城一郎委員 、

、用地跡地利用広域構想と周辺市街地の関係を整理し

中南部都市圏全体の発展に資する有効かつ適切な跡

地利用につなげていくとありますけれども、これを

整理した内容及びつなげていくための施策というの

はどういうものがありますでしょうか。

県は、平成25年１月に関係〇下地正之企画部参事

市町村と連携して、中南部都市圏駐留軍用地跡地利

用広域構想を策定しました。

その策定の背景から説明いたしますと、これまで

の跡地利用は、市町村が地主会の意向を踏まえなが

ら策定してきていますけれども、開発の形態が商業

地域とか主に住宅ゾーンを中心とした計画が繰り返

されているということで、全体の部分最適、それぞ

れこれまでの跡地利用、那覇新都心にしろ、小禄金

城にしろ、高い経済効果も生みだしていますけれど

も、今後そういった同様の開発の繰り返しでいいの

か。今回、嘉手納飛行場より南の返還が示された中

で、それぞれの特性を踏まえて、役割と分担を明確

にして、広域的な観点から方向性を打ち出す必要が

あり、これは県のほうでやるべきではないかという

御指摘等もございまして、県が関係市町と連携して

広域構想を平成25年１月に策定したところです。

跡地ごとの役割と方向性については、広域構想で

は示しておりますけれども、今度は周辺市街地の関

係をどうするかということも課題があります。

特に、返還が予定されている中南部都市圏の駐留

軍用地は、西海岸に隣接しておりますので、特に西

海岸の北谷町、宜野湾市、浦添市のまちづくり、市

街地整備のあり方、そことの連携を今の段階から、

長期的スパンを踏まえて考えていく必要があるだろ

うということで、今回、周辺市街地の連携について

は調査を行っているところであります。

この事業、大規模駐留用地跡地利〇宮城一郎委員

用推進費ですけれども、今、普天間飛行場の部分を

御説明いただいたのですが、この中に西普天間住宅

地区の跡地利用に関する調査、あるいは施策なども

含まれていますでしょうか。

今、説明いたしました中南〇下地正之企画部参事

部都市圏駐留軍用地跡地利用とこの周辺市街地の連

携のあり方を検討する中で、西普天間住宅地区につ

いても、広域的な観点から都市計画、あるいは今後

のまちづくりについても検討を進めております。

そういうまちづくりの検討、西普〇宮城一郎委員

天間住宅地区の跡地利用のまちづくりの検討におい

て、昨年宜野湾市で、いろいろなゾーニング、どの

部分に人材育成ゾーン、どの部分に医療何とか拠点

とか、場所をレイアウトされたものが、宜野湾市と

してはこのように進めていきたいというのが昨年

７月ごろ庁議決定していると思いますけれども、こ

れに沖縄県は調査事業等も絡まって、あれはなされ

たものかどうかというところを教えていただきたい

のですが。

跡地利用は市町村のまちづ〇下地正之企画部参事

くりに直結するものですから、基本的には所在市町

村が、地権者等の意見を、合意形成を図りながら主

体的に取り組んでいくのが基本だと思っています。

県は、市町村の取り組みを広域的な観点からしっか

りサポートしていくという役割だと考えておりまし

て、県は先ほども申し上げましたとおり、広域的か

つ長期的な視点から、将来のまちづくりとか都市計

画等のあり方について検討を進めているところであ

ります。

今回の９月定例会の一般質問で、〇宮城一郎委員

私から 海軍病院の裏手にヘリポート―発着帯があっ、

て、沖縄国際大学に墜落したＣＨ53及びＭＶ22の運

用も見られることがわかったという中で、特に最も

海軍病院に近いところに人材育成ゾーン、これは普

天間高校の移転をもくろんでいるものだと思います

が、そこに学びやが予定されているという中で、宜

野湾市はああいうゾーニングを策定しましたけれど

も、県の立場として、今後こういう事実がわかった

中で、そのゾーニングを、宜野湾市が決めたものに
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ついて追認するのか、あるいは再考を促したりする

ことがあり得るのか、その辺のお考えをお聞かせい

ただけたらと思います。

この件に関しましては、本会〇下地明和企画部長

議で知事公室長も答えたように、海軍病院近くに着

陸帯があると。ただしその用途については急患輸送

であるとか、人員移送、あるいはＶＩＰ輸送などで

使用されるということを聞いているという答弁をし

てございます。また、平成26年３月には、宜野湾市

議会でも市の企画部長が着陸訓練について答弁した

というものについても、その後確認をさせていただ

きました。

まず、そういう教育機関といいますか、ゾーンと

いうのですかね、それがあることでどういう影響が

あるのかについては、まだしっかりと把握をしてお

りません。情報をまず共有して、それが影響のある

ものなのかどうかも含めて、意見交換もしながら、

。関係機関とまずは調整するのが先かと考えています

私自身も西普天間住宅地区の返還〇宮城一郎委員

を喜び、跡地利用を大変期待するものでして、今進

んでいるものを根っこからひっくり返すつもりは毛

頭ないのですね。ただ、今こういう事実がわかった

中で、そのまま進めていいのか、あるいはもう一回

再考する余地があるのか。今、東京都の豊洲の問題

とかありますけれども、１回つくってしまって、も

う後戻りできないということになる前に、まだつく

らない前に再考する余地があれば宜野湾市と沖縄県

も、それから近隣市町村、国と、もう一回頭を近づ

け合って、本当に一番いいイメージ、レイアウトと

かは何かというのは、もう一回考えてみてもいいの

ではないかと思っていまして、その辺では県にも積

、極的にかかわっていただきたいという要望を上げて

この件については終わりにしたいと思います。

続いてですけれども、今、先ほど確認させていた

だいた中で、企画部の概要説明、読み上げ文で御説

明いただきました。

その中で２ページの中段の少し下 （款）繰入金の、

予算現額９億8000万円云々、調定額９億7000万円云

々ということで、これは主に沖縄県特定駐留軍用地

内土地取得事業基金からの繰り入れでありますとい

うことなのですけれども、要はこれで軍用地を買っ

たということですよね。

特定駐留軍用地等土地取得〇下地正之企画部参事

、事業基金というのが平成24年度に県は設置しまして

平成26年より土地の取得を進めております。

今の御質疑は、減額されたものですけれども、昨

年は、当初３ヘクタールを予定していたのものが、

予想を下回って２ヘクタールという形になりました

ので、その分の減額であります。

主要施策の成果に関する報告書の〇宮城一郎委員

29ページにある、事業名特定駐留軍用地内土地取得

事業、名称も全く一緒ですし、今おっしゃった３ヘ

クタールから２ヘクタールということで、この軍用

地は、まさに普天間飛行場内の土地を購入したとい

うことの理解でよろしいでしょうか。

はい。普天間飛行場内の土〇下地正之企画部参事

地取得であります。

こういう軍用地を県として取得さ〇宮城一郎委員

れた場合、これは県の財産になるわけですよね。軍

用地料というのが県に入ってくるのでしょうか。

軍用地料は入ってまいりま〇下地正之企画部参事

す。

ちなみに、この２ヘクタールから〇宮城一郎委員

はどのぐらい入りますか。

２ヘクタールからといいま〇下地正之企画部参事

すより、平成25年度は、まず3.2ヘクタールの土地を

取得しております。そこで得られる土地貸付料の実

績が約1500万円。平成26年度はさらに3.2ヘクタール

購入しましたので、合計6.4ヘクタールに対する賃借

料が入ってきます。平成26年度は約6900万円。平成

27年度は２ヘクタール買いまして、合計8.4ヘクター

ル買っています。それに対する貸付料の、軍用地料

の実績が平成27年度は約１億1600万円あるというこ

とです。

大変勉強になりました。私の地元〇宮城一郎委員

でもありますので、こういう機会も得て研さん、知

識をふやしていきたいと思いますので、ありがとう

ございました。

当山勝利委員。〇渡久地修委員長

それでは、主要施策の成果に関す〇当山勝利委員

る報告書の13ページ、知的・産業クラスター形成に

向けた研究拠点の構築に関してお伺いいたします。

決算額がそこに書いてありまして 事業内容も７項、

目、書かれておりますので、事業等の名目はわかる

のですが、沖縄県でいろいろな産業を興すためにい

ろいろな研究、もしくは研究開発を支援することを

されているということは理解しておりますが、あら

ゆる分野をされているわけではないと思っておりま

す。まず、沖縄県が目指している科学技術振興のた

めの分野を御説明ください。

本県におきましては、沖縄の〇下地明和企画部長

科学技術振興というものに向けまして、沖縄21世紀

ビジョン基本計画において、健康、医療、それから

環境、エネルギー分野を柱として、沖縄科学技術大
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学院大学―ＯＩＳＴでありますとか、琉球大学、そ

れから国立沖縄工業高等専門学校―国立高専等を核

として さまざまな施策を通じて産学官の連携によっ、

て研究の成果を生み出していこうということで、そ

の研究成果をもとに新産業、あるいは新事業をつく

り出していくと。そのことによって沖縄を知的・産

業クラスターのゾーンと、活性化していこうと、あ

るいは振興していくという狙いで、この分野に科学

技術振興としては、力を入れているということでご

ざいます。

今、御説明のありました健康、医〇当山勝利委員

療、それから環境、エネルギー、この４つについて

柱にされているということですけれども、なぜその

柱を、そこにターゲット絞られたのかということを

御説明ください。

先ほども少し触れましたけれ〇下地明和企画部長

ども、県においては沖縄21世紀ビジョン基本計画と

いうものを今、定めている中で、それを定めるに当

たって、健康、医療、あるいは環境、エネルギー分

野が今後成長が見込まれる分野ではないかというこ

とで、そう位置づけてきたということであります。

また、同時に国の政策においても、持続的な成長

と地域社会の持続的な発展のための重要課題として

も位置づけられていることから、沖縄21世紀ビジョ

ンに掲げると同時に国の施策ともあわせて推進して

いくことが今後の沖縄振興につながるのではないか

と考えて、これを位置づけたということでございま

す。

健康、医療に関しても、西普天間〇当山勝利委員

住宅地区もありますし、環境というと沖縄の海とか

空とか、きれいな環境、それからエネルギー分野は

多分、再生可能エネルギー等も含めたものだと思い

ますけれども、そこら辺を推進されているというこ

とですけれども、この研究されていくに当たって、

いわゆるハードウェアとそれからソフトウェア―ソ

フトウェアとはこの場合だと情報だと思いますけれ

ども、どのように企画部としては今、されています

でしょうか。

まず、ハード面ですが、県と〇下地明和企画部長

しては研究開発型企業を支援するために、あるいは

集積を図るために、レンタルラボ機能を有した沖縄

ライフサイエンス研究センターというのをうるま市

州崎に設置しております。

また、これは商工労働部所管になりますが、バイ

オ系ベンチャー企業が研究開発や製品開発、あるい

は実証試験などを行うためのインキュベート施設と

して 沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センター、

を設置して、県内のベンチャー、あるいは県外から

の有望なシーズを持ったベンチャー等を誘致して、

そこで今後の製品開発等に頑張ってもらっていると

いうところでございます。

それから、ソフト面としましては、特に企業支援

のソフト面、これですけれども、ＯＩＳＴとか琉球

大学との産学官の連携によって、共同研究の支援、

あるいはコーディネート、あるいはマッチングとい

うことを支援しながら、ここに設置された研究機器

の操作の支援でありますとか、あるいはホームペー

ジ、冊子等による各種支援の補助金等含めての情報

を提供して、企業に対する研究開発の支援を、今、

行っているところでございます。

ソフトの面は、結局提供できるの〇当山勝利委員

は情報だと思います。今、ＯＩＳＴとか琉球大学、

それから国立高専が挙げられていますけれども、結

局あそこは距離的に近くはないものですから、その

情報の交換というのが、なかなかタイムラグがあっ

て、幾らネット社会とはいっても、そのネットを介

しただけでは伝わらない情報というのはいっぱいあ

ると思います。

私が行って感じたのは、やはり、専門の研究して

いる方が近くにいらっしゃらないということがあっ

て、もっとそこら辺は近づけていく必要があるのか

なとは思ってはいます。だから、今すぐどうのこう

のではありませんが、そういう問題点が州崎にはあ

るのかなと思っています。要は、何か発生してから

お伺いを立ててどうでしょうと言ったら、多分遅く

なるのです企業としては。その専門分野の人が近く

にいてもらうと、情報もすぐやりとりできるし、す

ぐ見てもらえるというのがありますね。他府県のイ

ンキュベーション施設というと、いろいろあります

けれども、私が知っているところは、大体そういう

施設、研究者、もしくは特別な装置というものが近

くにあって、インキュベーションされているところ

が成功されています。山形県の鶴岡市もそうでした

し、長野県の塩尻市もそうでした。だから、そうい

うことを考えていただきたいとは思っています。こ

れは、提言ということで申し上げます。

あと、今ベンチャー企業とおっしゃいました。こ

れ、ベンチャー企業のための研究開発なので、理系

の方々がやるわけですね。理系の方というのは、な

かなかお金に疎いというか、お金を探すのが下手く

、 。そというか 資金的に難しい面があると思いますね

そういう資金をどこからか探してくる。お金を出す

ところは県だけではないと思いますよ、国だってあ

ると思いますよ。先ほどおっしゃったように、国の
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。施策に乗っかっている事業で４項目挙げられている

それに沿ったベンチャー企業が来るのであれば、国

としても何らかの支援策の資金があると思います。

そういうところを探してきてあげて、こういうのが

ありますよというくらいの情報を渡すべきだと思い

ますけれども、いかがでしょうか。

まさにおっしゃるとおりでご〇下地明和企画部長

ざいまして、一例を申し上げますと、ＯＩＳＴ初の

ベンチャー企業で、企業名は忘れましたけれども、

先生はスコグランドというスウェーデン人だったと

思いますが、その人が研究したたんぱく質の立体的

画像処理という技術を使ったベンチャーを、このラ

イフサイエンス研究センターの指定管理を受けてい

るバイオ・サイト・キャピタル株式会社というとこ

、 、ろの社長が目にしまして それを文部科学省の事業

ベンチャー育成、いわゆる育てるものとマッチング

したと。それによってＯＩＳＴの初のベンチャー企

業が生まれたとかですね、そういうつなぎをすると

か、それ以外に県としても、そういう研究開発を公

募型ですることによって、研究開発を促進すると同

時に それで生まれてきたものを企業化するに当たっ、

てはファンド等を設けまして、そのファンドによる

出資、それ等で商工労働部とも連携をしながら、切

れ目のないような支援というのを今、進めていると

ころです。

それから、もう一つ、沖縄開発金融公庫等もそう

いう出資機能を持っていますので、それとの連携も

含めて、県だけではなく、そういう金融機関との連

携も含めて、できるだけ今おっしゃったように、理

系の方々の苦手な部分もありますので、そういった

ものをうまく連携をして、進めていくというような

ことはしております。

そういう資金的な面の手当ては必〇当山勝利委員

要だと思いますし、国の予算というのもうまく使う

ということも必要だと思っています。県のお金だけ

でなくて、それから借りるというだけではなくてで

すね。そこら辺のチャンネルといいますかね、情報

はアンテナを高くして持っておくべきだと思うので

すが、現状はどうなっていますか。

大きく分けて、そういう支援〇下地明和企画部長

、 、 、というのは 経済産業省系 それから文部科学省系

両方からあります。

特に直に本省からの支援というよりも、その外郭

団体であります産業技術総合研究所―産総研であり

ますとか、あるいは文部科学省系で言うと国立研究

開発法人科学技術振興機構―ＪＳＴの情報を常に収

集して、そういったところの事業資金も導入するよ

うにしております。

一例を申し上げますと、今、ライフサイエンス研

究センターに入っていて、沖縄近海の海洋資源、海

洋生物等、それを収集して将来の創薬等につなげら

れる物質の探索等をしている企業がありますが、そ

こについては産総研とつなぎをつけて、そういう回

収してきた海底生物だとか物質等を、どのようにし

て、どういったものが含まれるかというのを非常に

大がかりに探索する機械の導入とか、それも例えば

産総研のそういう事業資金を充ててやってもらうと

、 、 。か そういうつながりを今 つけているところです

いずれにしても、理系、研究に没〇当山勝利委員

頭する人たちというのは、そこで満足してしまうと

いうか、そこに集中してしまうので、その周りのこ

とが見えないとか、わかりにくい、よくわからない

とかいうのもありますので、そういうお金の面も、

ぜひうまくやってあげてほしいと思います。そうし

ないとなかなか、いいものだったけれども結局資金

切れで表に出ずに終わってしまうということにもな

りかねませんので、ぜひそこら辺は考えていただき

たいと思います。

それと、企画部と商工労働部で、いろいろすみ分

けされながらやっているとは思いますが、そこの向

かっている方向は一緒だと思いますね。沖縄県のも

のづくりを発展させるためにやっていらっしゃると

いうのはあると思いますが、このすみ分けはどのよ

うにされていますか。

商工労働部とか企画部という〇下地明和企画部長

前に、まず県ではＯＩＳＴとか琉球大学、国立高専

も含めまして、それを核とした産学連携を推進しな

がら、その研究成果等を新しい事業、産業の創出に

つなげていこうということをしております。その中

で企業の研究開発に関する支援、これの企画部と商

工労働部とのすみ分けですが、まず企画部は科学技

術振興課というのがやっておりますけれども、そこ

においては事業化を見据えて、大学等との共同研究

をすると。一方、商工労働部においては、一歩進ん

で製品開発というレベルでというような、そこら辺

はシームレスに混ざったりもしますけれども、大枠

でそういうすみ分けをして、今、研究開発に対する

支援をしているところです。

では、商工労働部というのは商品〇当山勝利委員

に近いところ、企画部は商品化を目指してはいます

けれども、もうちょっとその手前の研究に近いとこ

ろということであれば、ベンチャー企業や何かとい

うのは、結構企画部のほうがかかわられると思いま

すので、先ほど言った件は、企画部でしっかりやっ
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ていかなきゃいけないかと思いますので、よろしく

お願いいたします。

それと、今、いろいろやられて、企画部なのでど

うなるかちょっとわかりませんけれども、いろいろ

先ほども成果をおっしゃっていましたけれども、企

画部でやった研究が実際にこんなものになりました

、 。よとか 製品化されたものがあれば御教授ください

今、部長から、企画〇長濱為一科学技術振興課長

部と商工労働部のすみ分けという形でお話をしまし

たけれども、実際のところ我々企画部の事業で、今

こういった商品化、製品化という形で、一般の方々

にも目に見える形ではなかなか挙げづらいところで

はありますけれども、積み上げてきた研究成果の中

では、例えば玄米から発見されたメタボリックシン

ドロームに効果があるという有効成分を活用した、

機能性の高い食品、あるいは将来的には医薬品も目

指しているとかですね、それも結構いいところまで

来ているような事例とか、あるいは安価で有効なイ

、ンフルエンザワクチンの製造に係る技術とかですね

そういった形の研究の成果というのは、一応我々と

しては提示できるかなと思います。

ぜひ、そういう研究成果を芽出し〇当山勝利委員

していただいて、商品化につなげていって、これは

商工労働部に渡すことになるかどうかわかりません

けれども、インキュベーションしてあげながら、県

としていい事業に発展していけるように、そういう

ものをいっぱいいっぱいつくっていただきたいと思

いますので、よろしくお願いします。

それともう一つは、知的財産です。

特許も含め、商標も含め、この辺がなかなか意識

としてない企業だったり、それからベンチャー企業

だったり、それから特許といってもなかなか手続が

難しかったりして、またお金もかかるというのもあ

るものですから、そこら辺の知的財産の保護という

のはどのようにされていますでしょうか。

我々企画部では、工〇長濱為一科学技術振興課長

業技術センターとか、農業研究センターとか県の研

究機関で生み出した研究成果についての取り扱いを

しております。

その中で、今、県で保有している特許権が66件あ

る中で、実施許諾を今現在、累計で21件、企業数と

しては18社、そのうち県内企業が12社というような

取り組みをしております。

ぜひ、相手から相談があって、そ〇当山勝利委員

ういう知的財産を保護するということではなくて、

、他都道府県でもよくやっていると思いますけれども

そういう知的財産を守るということを積極的にやっ

てもらうということを、特に研究開発分野を皆さん

が御担当されているのだったら、そこで出てくる成

果っていろいろあると思います。ひょっとしたら特

許になるものも多々あるかもしれません。そこら辺

は、特許をきちんと調べないとわからないので、特

許を調べる環境、それも個人でやると相当お金がか

かることなので、そこら辺のことも勘案しながら、

調べられる環境、それから特許を出す環境、知的財

産権を保護する環境をつくってあげないと最終的に

はどこかに持っていかれちゃうということも考えら

れますので、そこら辺はしっかりやっていただきた

いと思いますけれども、いかがでしょうか。

これに関しましては、商工労〇下地明和企画部長

働部で、今、事業として企業の支援等、特に開発系

ベンチャー企業などは資金力に弱いということもあ

りまして、そういう特許出願のための費用、特に海

外とも勝負しないといけないような技術の場合は、

海外における出願等も含めて、支援する体制が工業

技術センター内にありまして、そこへ相談に行けば

弁理士とか紹介していただきながら、しかもケース

によっては支援もしながら、資金的な支援も含めて

やれる体制を整えております。

商工労働部なので、これ以上は言〇当山勝利委員

いませんけれども、できればもっともっと知的財産

を守らないとだめですよというものを醸成してほし

いということです。それは、来ればではなくて、来

てくださいというようなＰＲも含めてですね。それ

から、こういうことが調べられますよということも

含めて、そういうのはやってほしいということで、

これは提言です。

もちろんその前には、企業の〇下地明和企画部長

皆さんに周知をしたり、いろいろな機会を得てやっ

た上で、どこどこに来ればそういう相談ができます

よとかいうのはちゃんとＰＲをしながらやっており

ますので、特に公益社団法人沖縄県工業連合会－工

連等の、そういうものづくり系のところへは、そう

いうアピールをするような形で進めています。

次に、15ページの公共交通利用環〇当山勝利委員

境改善事業についてです。

事業効果の中で、バスの利用環境改善が図られた

とか、いろいろ施策をされていると思いますが、多

分こちらの中にバスレーンも入っていると思います

が 今バスレーンの状況はいかがなっていますでしょ、

うか。

バスレーン〇武田真交通政策課公共交通推進室長

の状況ということですが、平成24年３月に策定され

ました、那覇市・浦添市・宜野湾市・沖縄市地域公
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共交通総合連携計画の中で、那覇市から沖縄市まで

の区間について基幹バス構想を導入することとして

おります。その中で、バスの専用空間が必要不可欠

ということで、段階的にバスレーンの延長をしてい

るというところになっています。

平成27年２月に第１弾として国道58号のバスレー

ンを延長いたしました。今後、第２段階として、現

在バスレーンが設置されている、久茂地―伊佐間に

ついて、バスが接近した場合に、速やかにレーンか

ら出てバスに道を譲るというような優先レーンを終

日設定したいというように考えております。

こういった段階を踏んだ上で、最終的な第３段階

では、久茂地―伊佐間における終日バスレーンの設

置、伊佐―沖縄市間におけるバス優先レーンの設置

等々を行いたいと考えておりますが、第２段階以降

のスケジュールについては、先ほど申し上げました

とおり沖縄県公共交通活性化推進協議会のほうで、

周辺道路の整備や、交通状況も踏まえてスケジュー

ルについて協議をするというような形になっており

ます。

優先レーンですけれども、計画さ〇当山勝利委員

れている距離があると思いますが、現状では何％が

優先レーンになっていますか。

今まだ、優〇武田真交通政策課公共交通推進室長

先レーンについては設置されておりません。まだ、

朝の７時半から９時まで、あと夕方の１時間半のバ

ス専用レーンという形です。

。 、〇当山勝利委員 質疑の仕方が悪かったですね 朝

夕の専用レーンとして、全体の計画の何％になって

いますか。

朝の時間で〇武田真交通政策課公共交通推進室長

申し上げますと 全体が伊佐から久茂地までが11.7キ、

ロメートルのところが 今 朝の段階で10.4キロメー、 、

トルがバスレーンになっておりますので、おおむね

90％ぐらいになっているかと思います。夕方のほう

は、同じ総延長が11.7キロメートルに対して、今は

7.5キロメートルですので、大体70％から80％ぐらい

の実施率ということになろうかと思います。

この計画 最終的にはバス専用レー〇当山勝利委員 、

ンを終日やっていきたいというような計画になって

いると思いますけれども、これに対して、やはり車

を使っている企業とか とても影響を気にしていらっ、

しゃるのですよ。ですので、そこら辺は、きちんと

お話を聞きながらやっていただきたいと思いますけ

れども、いかがでしょうか。

第１段階のバス専用レーン、〇下地明和企画部長

これを設置するに当たっても、いろいろと商工会議

所でありますとか、商工会あるいは商店の皆さん、

あるいは自治会の皆さんとか、丁寧に説明をしなが

、 、 、ら 企業の皆さんも 第１段階の導入に当たっても

100社ぐらいを訪問して理解を求めてというような形

で丁寧に説明してきております。ですから、今後と

も段階を踏んでやっていきますけれども、その段階

においても、同様に丁寧な説明をして、理解を求め

ながら導入していきたいと考えております。

仲宗根悟委員。〇渡久地修委員長

きょうは３件お聞きします。〇仲宗根悟委員

まず、出納事務局から数字で教えていただきたい

と思っているのですが、平成27年度歳入歳出決算説

明資料１ページの収入の欄ですが、財産収入のとこ

ろで、物品売払収入というのが339万5000円余りが

入っていますが、この出納事務局で物品売払収入と

いうのはどういった内容なのか、詳しく説明をお願

いできませんか。

339万6000円の内訳は、ほ〇金良多恵子会計管理者

とんどが本庁内から出てくる不用紙の売り払い収入

となっています。

その下の諸収入ですが、県の預金〇仲宗根悟委員

利子で 結構予算額よりはるかな5100万円余りが入っ、

ているのですよね。そこで、ゼロ金利だということ

で、文字だけ見ると、これだけ利息の収入というの

が発生するのかなと思いますが、この5000万円余り

の内容を説明いただけませんか。

県の歳計現金とか、歳入〇金良多恵子会計管理者

歳出外現金というのは資金にゆとりがあるときに、

一時的に１週間とか１カ月という単位で外貨預金を

、 。して 利息を稼いでいるという形になっております

今回、マイナス金利になったときに若干利率が落

ちまして、マイナス金利の影響を受ける今年度から

は若干下がってくるのかなと思っております。

この資金にゆとりがある額を、有〇仲宗根悟委員

利な金利の商品に預けて、その利息を、収入がこの

利息収入ということでいいわけですね。メニューが

いろいろあるかと思います。いろいろと利息のいい

やつ、眠っているというのはおかしいのですが、ゆ

とりがあるとおっしゃっていましたから、その資金

そのものを活用しながら利息を生むようなところで

１年間置いたら5000万円以上も利息が入ってきたと

いうことの理解でよろしいでしょうか。

資金のゆとりのあるとき〇金良多恵子会計管理者

に、短期で預けて運用しているということです。定

期預金も１カ月くらいのものでやっております。

短期、短期ですから、私らは１年〇仲宗根悟委員

定期ですとか２年定期というようなものしかイメー
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ジがなくて、短期でそういった高利率を発生させる

ような金融商品というものが今現在、ごろごろある

のですか。活用されているということでよろしいで

すよね。利息を生むような仕組みをつくって、これ

も行財政改革の一環、財政効果の一つとして挙げら

れるわけですよね。ありがとうございます。

次に、企画部の今ありました主要施策の成果に関

する報告書の15、16ページの中でお願いいたします

が、今バスレーンのお話はこれから第２次に向けて

時間帯を１時間半ですか、朝は７時半から９時まで

という時間帯を設けての専用レーンが来ると。そし

て、行く行くは終日、優先レーンにしながら、バス

が来た場合には一般の車両はバスを優先に譲るよう

な方向で進めていきたいというような内容ですが、

この辺のところ、県警察が道路は今、専用レーンは

取り締まったり、いろいろやっていて、しっかり厳

しく取り締まる光景を私たちも毎朝見ていますが、

この優先レーンになると、警察の皆さんからの指導

とか、あるいは過料がかけられるような行為そのも

の、余りひどいと注意を受けるのだろうなという予

想はされますが、警察とのやりとりというか、連携

。というのはどういう形でなされているのでしょうか

第２段階の〇武田真交通政策課公共交通推進室長

優先レーンについては、今運用されている、朝でい

、うと７時半から９時まではバス専用レーンになって

それ以外の夕方のバス専用レーンの時間を除いて、

優先レーンという形で活用したいということです。

警察との連携ということですが、このバスレーン

の延長、優先レーン化については、沖縄県で公共交

通活性化推進協議会を設置しております。その中に

は、バス事業者もおりますし、あと警察関係者もも

ちろんいますし、道路関係者も入っておりまして、

そういったところで、一緒に調整をしている、協議

していくという形になっております。

この辺のことについては、また県〇仲宗根悟委員

警察で聞いてみましょうね。

今、報告書を見ますと、ノンステップバスの導入

ですとか、利便性向上のための運賃精算が便利にな

るＩＣカードを導入したということで、今、この予

算を使っていますが、それで私も最近余り利用しな

いのですけれども、ＩＣカードはお金がなくても精

算できるような仕組みで今、各バス会社が導入しな

がらやっているというような状況ですか。

公共交通利用環境改善事業〇座安治交通政策課長

、 、の中で いろいろな取り組みをしていますけれども

その一つとしてＩＣ乗車券システムの導入に向けて

事業を行っています。

ＩＣ乗車券システムは現在のところ、一旦カード

に金額をある程度チャージしてもらって、それをＩ

Ｃカードから乗車、あるいは降車のときに精算する

というシステムでございまして、現在、バスとモノ

レールについて利用できるようになっております。

、 、現在 発行枚数が16万7000枚に達しておりまして

将来的には30万枚以上を目指して計画しているとこ

ろでございます。

それでは、次のページのバス路線〇仲宗根悟委員

の補助事業についてですが、こちらは国、市町村と

連携しながら、赤字路線について20市町村、40系統

で実施しているということですが、市町村の負担と

いうのか―もちろん市町村を通っていくわけですか

ら、その分の受益者負担というのでしょうか、市町

村分もあろうかと思いますが、国、市町村、県も絡

むのかな、補助率、補助の持ち分というのか、そう

いった率、割合はどういった形になりますか。

バスの補助制度につきまし〇座安治交通政策課長

ては、幹線にかけては国が支援する路線と、それか

らそれ以外の路線ということで、県と市町村で協調

してやっていく路線があります 国が補助するといっ。

ても、国と県と、あるいは市町村で分担していくと

いうことで、これが経常赤字がどのくらいあるかに

、 。よって この補助の率というのが動いてまいります

約20分の11までは国と県で赤字分をそれぞれ半額ず

つ、２分の１ずつ負担いたします。それ以上赤字が

ふえてまいりますと、ふえた分だけは市町村が出す

という仕組みが、国庫補助のバス路線事業でござい

ます。それから県単につきましては、国庫補助の対

象外の路線について、県と市町村で原則的に半額ず

つ持つ制度でございます ただし これも20分の11を。 、

超えた分につきましては、市町村の負担でやってい

ただくという制度になっております。

金額につきましては、先ほど申し上げた、国と県

の両方の制度をあわせまして 県の支出額が平成27年、

度の場合１億2066万4000円、それから市町村の負担

が１億9467万8000円 国の負担が3815万9000円となっ、

ています。

今の段階で利用者が極端に少なく〇仲宗根悟委員

なるとか、あるいはいなくなるということで、この

40系統の中で、廃路というか、廃線という見通し、

いつまでに終わりますというようなのは、今のとこ

ろ動きはありますか。どうでしょうか。

現在のところ、国、県、市〇座安治交通政策課長

、町村で協調して補助・維持している路線については

事業者からやめたいとか、そういう意向の路線はご

ざいません。
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ぜひ続けていただきたい事業の一〇仲宗根悟委員

つだというように思います。

今度は、利用者側の補助ですが、企画部担当かと

思いますが、自動車運転免許証を返納したときに、

返納された側が、公共交通を利用する場合の運賃が

半額になるとか、割引がきくという制度があったと

思いますが、そのことについては皆さんの管轄です

ね。

免許証返納は、県警察で交〇座安治交通政策課長

通安全の観点から進めている施策でございますけれ

ども、バス事業者におきましても、免許証返納者の

方については、返納証明書という書類がございまし

て、それを見せれば半額になるという制度をバス事

業者で取り組んでいるところでございます。

乗車半額制度というのは、年齢制〇仲宗根悟委員

限といいましょうか、何歳以上というのもあります

か。

免許証返納は、年齢にかか〇座安治交通政策課長

わらず、免許証を返納したということが条件になっ

ていると聞いています。年齢の制限とかは特にない

と思います。

返納される方は、大分高齢者の方〇仲宗根悟委員

々が多いですが、この免許証返納以外の高齢者も利

用できますか。この方々についての取り扱いはどう

なっていますか。

高齢者の割引につきまして〇座安治交通政策課長

は、ほかの県ではいろいろな取り組みがなされてい

ますけれども、沖縄県の場合においては、現在、那

覇バス株式会社―那覇バスで、シルバー割引、高齢

者―65歳以上だと記憶していますけれども、その方

々に対して那覇市内に限り、安くなるパスというも

のを発行しているというような状況と、あと石垣市

の東運輸株式会社というところも、そういう高齢者

に１カ月割引のパスを、１カ月から３カ月まで幅が

あるらしいですけれども、それを発行していると聞

いています。

そうしますと、今、那覇バス―那〇仲宗根悟委員

覇地域と石垣地域以外は適用していないということ

になっていると。運転免許証を持っている方々は返

納したら半額で乗れるけれども、その方以外は通常

の料金を払うという現状だということでしょうか。

今、沖縄県ではこの２つの〇座安治交通政策課長

、 。制度を適用ということで ほかの地域はありません

話は戻りますが、返納されて半額〇仲宗根悟委員

という制度は、残りを補塡するというような仕組み

ではないわけですか。

、〇座安治交通政策課長 行政の側から補塡するとか

そういうことは行っておりません。

こちらの制度というのは、県警察〇仲宗根悟委員

―公安委員会とバス会社との協定というのでしょう

か、そういった話し合いのもとでなされた取り組み

の一つだと、事業だということでしょうか。

協定ができているかどうか〇座安治交通政策課長

はわかりませんが、協力を求めて制度ができている

と聞いております。

もちろん、返納したらそのような〇仲宗根悟委員

仕組みがあるのだろうと思いますが、こちらの赤字

路線も県も取り扱いをしていまして、少なくとも、

同じような年齢の方々がこっちは半額、こっちは満

額ということになると不公平感があるのかなという

思いがしますので、この辺のところも、どうにか手

当てできるような方向で、県も検討できないもので

しょうか。

この件に関しましては、いろ〇下地明和企画部長

いろと御意見とか、あるいは御要望もあります。施

策としてどういう打ち方ができるのか、あるいは福

祉部あたりとの話もありますし、我々でバス事業者

とどういう協議ができるかもありますので、そうい

う議論をしてみたいと思います。

新垣光栄委員。〇渡久地修委員長

まずは主要施策の成果に関する報〇新垣光栄委員

告書の中から、私も関連して15、16ページのバス事

業に関して質疑させてください。

まず、15ページですが、交通弱者ということで書

いてありますが、今、交通弱者としてどのような方

々を捉えているのかお聞きしたいと思います。

交通弱者は、今、県で捉え〇座安治交通政策課長

ている定義といたしましては、高齢者の方、あるい

は自動車運転免許を持っていない方、それから学生

の方、それから身体障害者の方というのを交通弱者

として定義しております。

そういう定義で私もよろしいと思〇新垣光栄委員

いますが、この交通弱者の中には、やはりバスが通

らない交通空白地、この地域に住んでいる方々も私

は交通弱者ではないかと思っていますので、その件

に関して、今、国道58号を中心としたバス網の構築

とありますけれども、私はこれが今、交通渋滞の原

因になっているのではないかと。沖縄県はせっかく

国道58号、330号、329号、この大きな３本の国道に

面して、今、はしご状道路ということで、県道で補

完していくということですね。横の線を入れていっ

て、整備がほぼ完成してきていますので、そういう

交通網の整備と同じようにバス網の整備も進めてい

かないと、交通渋滞の緩和にはならないような気が
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しますけれども、その辺の見解をよろしくお願いし

ます。

まさに、おっしゃるとおりで〇下地明和企画部長

あります。国道58号沿いを、まずテストケースとい

いますか、各市町村と連携をしてやろうということ

で始めたところでございまして、行く行くは国道

329号沿いの市町村との連携も含めてとか、あるいは

国道330号をどうしていくかとか、あるいは場合に

よっては糸満のほうに行く路線もあるかもしれませ

ん。そこら辺は、今、取り組みできる体制がなかな

かつくられていないこともありまして、やっている

ところです。ですから、行く行くはバス路線の再編

も含めて、どうしたら一番効率のいい公共交通体系

がつくれるのか、そういったのも取り組んでいかな

ければいけないとは考えております。

ぜひ国道58号を中心とした考え方〇新垣光栄委員

ではなくて、大きく分けて考えていただくともう少

し効率的になるのではないかと思っています。

そして、今、この過度な自動車の利用からバスに

移行ということで、わった～バス党とか、いろいろ

な政策をやっていると思いますけれども、そういう

政策をやりながら学生の運賃がかなり上がったと思

いますけれども、それで余計にバス離れが私は起き

ているのではないかと思っています。このバス料金

に関して、せっかく私たち補助金を出しながら環境

改善をやっていくわけですから、そういう学生に向

けての大幅な値引きというのはちょっとおかしいの

ですけれども、回数券とか、それが廃止されるので

はなくて、さらに強化されるべきではないかと思っ

ています。１日往復1000円、2000円のバス賃で高校

に通うとなると、月五、六万円の費用がかかるわけ

です。どうしてもお父さん、お母さんで送迎しても

らわないと困るということになると余計バスに乗ら

、 、なくなると思いますけれども そのような対策は今

考えていないのでしょうか。

バス運賃については、ＩＣ〇座安治交通政策課長

、カードに変わったときに回数券が廃止になりまして

金額が小さいところとか 前の回数券のほうが安かっ、

たというお話もございます。それについては、今、

料金は事業者で決めるわけですけれども、県として

も公共交通をさらに促進して渋滞を緩和するという

ところから、バス事業者と料金の低減についても話

し合って、何とか新しい制度、あるいは割引制度と

いうのができないか、もちろんこれは県が一方的に

押しつけることはできませんけれども、できるだけ

事業者の協力を仰いでいきたいと考えています。

それと今ここの趣旨―目的・内容〇新垣光栄委員

で、観光客も利用しやすいバスにしたいということ

ですけれども、私は観光路線と一般生活路線を分け

た路線でやれば、観光客ももう少し使いやすい路線

になるのではないかと。今、生活路線と観光路線が

一緒になっているから観光客が使いにくくなってい

ると思いますけれども、そういう発想は、こういう

今、取り組みの中で、構築の中で、出ているのかど

うか、お伺いします。

今、路線バスの中で、生活〇座安治交通政策課長

路線と観光路線の区別ということがございましたけ

れども、現在、路線バスの中でも、やはり観光面が

強い路線というのもございます。例えば、空港から

出発してホテルに行くリムジンバス、そういうとこ

ろがやはり観光客が多いというところでございまし

て、そういうところにも外国語表記の、外国人でも

わかるような外国語表記とかを、今、支援をしてい

るところでございます。

ただ 逆に やはり最近は 前は観光客がタクシー、 、 、

を主に使っていらしたのですけれども、最近はバス

が安いということで 積極的に それと最近ナビゲー、 、

ションシステムができまして、外国人の方もいろい

ろ情報に詳しい方は、そういう路線バスの活用がで

きてきて、一般路線についても、現在、外国語表記

を進めているところであります。

一応、観光客がメーンとなる路線については、そ

れはまた支援していくということで、一応、両建て

ということで、今、考えているところです。

ぜひ、観光路線と生活路線を分け〇新垣光栄委員

て、この新たな路線網の構築に取り組でいただきた

いと思っております。

そして今、カラーリングの件も若者からありまし

たけれども、沖縄県のバスはカラーリングはなされ

ているのだけれども、余りはっきりわからないと。

看板の、広告のほうが目立つということで、その広

告の制限とかできないのかどうかですね。広告は後

ろだけとか、横はカラーリングでバス路線のルート

がわかるようにやってくれという要望もありました

けれども、どうでしょうか。

バスのカラーリングの話で〇座安治交通政策課長

すけれども、現在、バスの前面の情報に系統番号を

色分けしているところです。そこと側面の一部が電

光掲示板でカラーがわかるようになっているのです

けれども、バスの車体自体に色を塗れないかという

話もございますが バス会社でそれぞれ会社のカラー、

というものが一応ございまして、会社をわかりやす

いようにという企業カラーというか、そういう塗装

もやっているという面もございますし 先ほども言っ、



－210－

た広告も貴重な収入源になって、最近は全面ラッピ

ングのバスも、かなりそれで収益を稼いでいる面も

ございます。

そういうこともありまして、なかなか規制という

のは県ではできません。国が全て路線の権限という

のは握っていますので、ただできるだけ、わかりや

すいバスというのは当然事業者も賛同しているとこ

ろなので、できるだけわかりやすい方法というのを

追求していきたいと考えています。

続きまして、16ページです。〇新垣光栄委員

各市町村も負担しながら、今、バス路線の補助事

業を行っているということですけれども、私、交通

渋滞の大半が子供たちの送迎にあると思っておりま

す。選挙期間中もお手振りしていると、土曜日、日

曜日はほとんど交通渋滞していないのですよ。祭日

もほとんどしていないですね 本当にもう送迎によっ。

て今、渋滞が起こっていると言っても過言ではない

というほど、今、そういう状態になっているのでは

ないかと。それはバス料金の高騰も含めてですけれ

ども、それでこのバス路線に補助を出すのではなく

て、この確保のために補助を出すのではなくて、中

学校は全部通学バスで、学校は通学バスで送迎する

のだというように大きく転換をしてはどうなのかな

と思いますけれども、そういう学校に対する通学バ

スの補助にも、こういう事業として、県は提案でき

るのかどうかですね。

、 、 、〇下地明和企画部長 県では 今 通学等によって

父兄の送り迎えでかなり渋滞が発生しているのでは

ないかということも認識はしております。

そういうこともありまして、県では公共交通機関

を、距離が一定の距離があるのであれば、できるだ

け使っていただくように学校でのバスの利用につい

てのＰＲをやったり、あるいは徒歩での通学、今は

すぐ、本当に近くても親御さんが送るというのが多

いですから、そういったことを心がけるように呼び

かけているということで、校区内をバスで巡回する

というのは、それは公共交通ではなくて、学校側の

仕事かなと思っております。

なぜそういう質疑をしたかという〇新垣光栄委員

と、それぐらい今やらないと、こういう交通渋滞が

解消しないのではないかということで、ぜひそうい

うバス事業について、村がそういう通学バスの事業

をやるのであれば、県が補助金を出すというくらい

取り組んでいただければ解消するのではないかと

思って質疑させていただきました。

続いて、人事委員会に質疑したいと思います。

今現在、休んでいる教職員の方が多いということ

で、新聞紙上で騒いでいますけれども、県の職員で

病気で休んでいる方々が 今 何人ぐらいいらっしゃ、 、

るのか把握していますか。

休憩いたします。〇渡久地修委員長

（休憩中に、人事委員会事務局長から、任命

権者ごとに所管が異なるので、全てを把握

しているわけではないと説明があった ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

親川達男人事委員会事務局長。

県職員の勤務条件〇親川達男人事委員会事務局長

等について人事課で、あらゆる面から調査、助言等

をしておりますけれども、具体的な病休者とか、そ

ういったものについては、例えば学校の先生方です

、 、と教育庁 市町村の先生ですと市町村ですけれども

その部分は教育庁でも把握していますけれども、各

任命権者が把握しているということで、具体的な数

字についてはこちらでは申し上げられません。

それでは、健康管理に関しては人〇新垣光栄委員

事委員会事務局でなさっていますか。

一義的には、使用〇親川達男人事委員会事務局長

者である任命権者になりますけれども、一方、人事

委員会は国でいいますと労働基準監督署的な権限も

持ち合わせておりますので、毎年その調査に入った

り、そういったことで調査の上、改善があれば、例

えば毎年の人事委員会の報告・勧告の中で指摘して

いる状況でございます。

今回もそういう指摘があったと思〇新垣光栄委員

いますけれども、今、心の病とか、そういう健康管

、理について人事委員で指摘した―どういうことを今

指摘したのかお聞かせいただきたいと思います。

まず、職員として〇親川達男人事委員会事務局長

働きやすい職場づくりというのが重要でございまし

て、幾つかございますけれども、まず勤務時間、特

に超勤時間の縮減というのが、各任命権者の課題の

。 、一つになっております そういったことについては

例えば管理監督者の職員に対する勤務時間の把握で

すとか、また具体的には、教育庁についてはその勤

務時間の管理自体がまだ十分ではないのではないか

ということで、そういった勤務を管理する制度、シ

ステムを取り組むべきではないかというのを、今回

の報告・勧告でも提言させていただきました。そう

いった状況がございます。

民間であれば、建設業であれば、〇新垣光栄委員

店社安全衛生管理者とか、衛生管理者とかあります

けれども、今、職場の中でもそういう安全衛生管理

者というのが位置づけられていると思いますけれど

も、そういう組織の状況というのは、どのような機
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能をしているのか教えていただきたいと思います。

、〇親川達男人事委員会事務局長 おっしゃるとおり

職員数の規模によりますけれども、そういった安全

委員会とかの設置が義務づけられておりまして、一

部には調査の中でまだないところもありましたけれ

ども、ほぼ県の機関の中で、そういった機関の設置

はなされていると考えております。

では、そういう機関の設置はもう〇新垣光栄委員

なされていて、あとはどのように機能していくかが

問題だということで、ぜひ職員の安全、衛生面に関

してしっかり管理していただきたいと思います。

そして今、人事評価について、これから人事評価

制度の導入が、入ってくるわけですけれども、どの

ような方向性でこれから人事管理・評価をやってい

くのかお聞かせください。

人事評価につきま〇親川達男人事委員会事務局長

しては、地方公務員法で規定されて、今年度―平成

28年度からそれが施行されております。

この点につきましても、各任命権者が、このシス

テム、人事評価の制度の枠組みですとか、そういっ

たのをつくって執行していくことになります。

その点については、例えば、現在、人事委員会が

把握しているところでは、知事部局では、職員団体

と評価後の給与の反映ですとか、そういう調整が続

けられていると承知しておりますので、その推移を

見守りながら、適切にこの評価制度の施行について

見守っていきたいと考えております。

今、仮でいいですが、いつごろか〇新垣光栄委員

ら、そういう人事評価制度の導入に向けて実施して

いくのかというのは御答弁できますか。

この評価制度とい〇親川達男人事委員会事務局長

いますのは、法律でことしの４月から施行されてお

りまして、実施することになっております。

、 、評価自体に基づきまして 給与への反映ですとか

あるいは人事異動の材料とするというようなことに

なっていますので、その結果につきましては、次年

度以降、それが具体的にどういった形で活用してい

くのかが明らかになっていくのだろうと思います。

それでは、この人事評価等で、休〇新垣光栄委員

んでいる職員の方とか、いろいろ評価が違ってくる

と思いますけれども、解雇に関して、３年継続して

休んだ場合は解雇条件とか、いろいろなものが出て

くると思いますけれども、沖縄県の場合も３年連続

して休んだ職員に関しては解雇条件があるとか、そ

ういう条件が今あるのかどうかですね。

まさにその具体的〇親川達男人事委員会事務局長

な運用につきましては、各任命権者が決めることに

なってきますけれども、そういったのが具体的にま

だ、今、委員がおっしゃられたような具体的なもの

が、やっていこうという方針もまだ確認しておりま

せんので、今後そういうことが決められていくもの

だろうと考えております。

今、実際始まっているわけですよ〇新垣光栄委員

ね。ことしからですね。これを今後と。先延ばしに

しか見えないのです。ちゃんと準備をして、職員の

皆さんとも、組合の皆さんとも、すり合わせをした

中で、そういうのを決めていかないといけないと思

いますので、早目に着実に実施していただきたいと

思っておりますけれども、どうでしょうか。

評価制度自体は、〇親川達男人事委員会事務局長

システムができ上がり、実際やっております。委員

がおっしゃっているのは、それを具体的にどう活用

するかということだと思いますけれども、これは現

。 、 、在もその調整もされております その枠組みを 今

つくっている段階だと理解しておりますので、それ

は、怠りなくできるものだろうと考えております。

玉城満委員。〇渡久地修委員長

主要施策の成果に関する報告書〇玉城満委員

25ページ、石油製品輸送等補助事業。これは６月議

会にも９月議会でもうちの会派から質問させていた

だいているのですが、離島の石油製品がなかなか格

差が―毎年、毎年これだけのお金を投入しているの

になかなか格差が解消できないというその原因を

、１年前の質問のときに原因をしっかり見つけますと

しっかり解決に向けて、どうすればいいのかという

ことをやりますというような答弁をもらった記憶が

ありますが、これは原因というのは、何が一番の原

因になっているのですか。

離島のガソリン価格について〇下地明和企画部長

は、特に輸送コスト、それが問題になっておりまし

て、それを一義的に補助するということで、揮発油

税の７円の軽減の中から1.5円をそれに投入すること

で、条例もつくりまして財源を確保して輸送コスト

に対する補助を行っているところであります。

そういう中において、海上輸送だけですと、その

後の各離島の状況によって、かなり輸送方法も違う

と。例えば、タンカーで持って行く方法もあれば、

ドラム缶で持って行くという方法もあれば、コンテ

ナという方法もあれば、近場ですとタンクローリー

と、いろいろなタイプがありまして、それがかなり

のコスト高を生んでいるというようなことで、平成

24年の調査をもとに、そういうところがかなり明快

になってきたので、その部分について、各離島の実

情に応じて、販売店のところまで見ようじゃないか
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ということで、タンクローリー車ですと１リッター

２円を、ドラム缶だと一番高いのですが１リッター

12円とかですね、コンテナだと１リッター７円とい

うことで、それぞれの離島の実情に応じて見ること

、 。によって かなりきめ細かく処置をしたところです

ただし、沖縄本島とのガソリン価格差が依然とし

て20円前後出ているということに関しましては、ど

うしても、調査によって卸売価格を見ますと、そこ

までの卸価格というのは、1.何円から3.何円ぐらい

の価格差しかありませんので、そこで大きな差が出

ているということではないと。よくよく見てみます

と やはり地域の販売量とか取扱量ですね そういっ、 、

、たことによって地域の小売店を維持していくための

どうしても販売管理費というのですかね、そういう

ものに差が出ているということで、そういう小さな

離島に対する配慮はしましたけれども、なかなか縮

小していないというのが現状だということでござい

ます。

ほかの、いろいろな清涼飲料水であ〇玉城満委員

るとか、いろいろな物流に頼らないといけない商品

はしっかりそこまでやっているじゃないですか。だ

から、これを私はできないことはないと思いますけ

れどもね、これだけ予算つけているのだから。

やはり各地でいろいろな中間業者というか、これ

にかかわる、その補助金にかかわる業者というのは

大体何社くらいいるのですか。例えば、輸送業者と

か、何々とか、陸送とか、この部分の中で、かなり

やられてしまっている気がしますけれども、どうで

しょう。

、 、〇下地明和企画部長 それについては 卸のほうは

卸価格は沖縄本島と変わりませんし、それから、そ

の店舗に行くまでの面倒もきちんと見ておりますの

で、そこにおいては、中間の業者が大きく取ってい

るというようなことは、調査においては見当たりま

せん。

そうでしたら、その業者というか、〇玉城満委員

この販売業者に―やはりこのように、この差額がな

かなか埋まらないということだけで、ずっとこれだ

け補助しているけれども埋まらないということは、

ずっと離島の皆さんが、高い石油を買わされたり、

ガソリンを買わされたりするわけでしょう。その辺

どうやってまた県はかかわっていこうと思っている

のですか。もうここで終わりだと、あとは企業努力

しかないと思っているのですか。

その調査の段階におきまして〇下地明和企画部長

は、輸送コスト等、行政が見れるところを、どうし

ても販売管理費で、特に小売店の人件費等も含めて

、 、販売管理費 いわゆる粗利と言っている部分ですが

そこで見れない部分を分けて、調査において分けて

もらっておりまして、行政ができるところについて

は、先ほど申し上げたように手を打ったと。今、申

し上げたように、その販売店の、販売管理費、人件

費、諸経費等も含めてですが、そこについては、統

制はできませんので、なかなかそれ以上の手を入れ

られるところがもうないというのが現状です。

どうしようもない。これはお手上げ〇玉城満委員

ですね。

要は、何かというと、これはちゃんと県が条例も

、 、つくって これだけ離島の皆さんに輸送するときに

これだけの補助金を出しているよと言って、だけれ

ども離島の皆さんは相変わらず二十何円か高いわけ

でしょう。高いということは、この予算はどうなっ

ているのだと思うのが普通の、離島の皆さんの考え

ではないかなと思いますけれども、これ以上は業者

の企業努力だからできないということになると、こ

れは普通の、例えば離島の販売店と沖縄本島の販売

店のやり方が違うのか、どこかでその分は上乗せし

てもうけてしまっている可能性があるのではないの

という話ですよ。

先ほどから説明申し上げてい〇下地明和企画部長

るとおり、仕入れ価格、そこについてはもう理解し

。 、 。ていますよね ですから 仕入れ価格がそうである

そして、その後の小売店の粗利、それがそういう状

況になっているということは、それぞれの経営形態

も違いますし、沖縄本島のその販売している企業が

適正な利益を取っているかどうというのも、いろい

ろあります。ですから、そこには沖縄本島内のガソ

リンスタンドというか そういうところが１リッター、

当たり8.1円しか取っていないということに対して、

小規模離島はまだ詳細にはやっていませんが、宮古

・八重山地域だと、調査当時、宮古島ですと22円粗

利を取っているということと 石垣島ですと28円取っ、

ているというような、その違いが調査の結果出てき

たということです。離島の特徴としては、ちょっと

奥の田舎の離島の給油所も一緒に経営しながらトー

タルで見ているというところもありますので、そこ

ら辺については 我々としては 小売店の経営のマー、 、

ジンに対してまでは口を挟めない。もしこれをやる

、 、と公正取引委員会の指導のもとになりますので 今

分析はされておりますけれども、小売のマージンが

。実際高いという調査結果が出ているということです

これは、やはりどうにかしないとい〇玉城満委員

けないと思っています。ほかはできていて、この分

野だけなかなか是正できない、その差が縮まらない
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というのは、やはりおかしいと思います。

例えば企業努力だけに、最終的にもうどうぞ高く

取ってくださいということは、本当にここまで行政

ができることは精いっぱいやっていて、そこまで何

も問題なく、あとは企業努力しかありませんと言っ

たら、これ以上手を下せないわけでしょう。そうい

う意味では、だからこれはどこかに何かしらの原因

があると思っているので、今後、まだまだちゃんと

視察とか勉強会を重ねて、この辺もうちょっと勉強

したいと思いますが、県もここまではやっているか

らということで、もうこれ以上は言えませんよとい

うことではなくて、今後もやはりこれは注目してい

ただいて、ちゃんとほかにも離島力向上のためのい

ろいろな補助があるわけだから、それと同じように

ちゃんと見続けていただきたいと思って、要望して

おきます。

当然、いかに安くするかとい〇下地明和企画部長

うことはいつも考えておりますし、そういうことも

あって九州の長崎県とか、鹿児島県とかのいろいろ

な離島も含めて、平成22年度から５年ぐらいのもの

を調べました。

そうすると、他県でも離島と本島の差は本県以上

に、向こうは輸送コストを見ているかどうかわかり

ませんが、ありますし、ただデータ上おもしろいの

が出たのが、鹿児島県とか長崎県の離島よりは沖縄

県の離島はやはり安いです。

それは輸送コストとかいろいろ見ているというこ

ともあるのではないかと。細かい分析はしていませ

んが、そういうことでありますし、沖縄県のガソリ

ン価格は長崎県とか鹿児島県よりは、本島のほうが

安いです。それは5.5円の分もあるだろうと、ほかに

もあるだろうけれども、過当競争もあるかもしれま

せんが、一応そういうことを調べながら、どこに原

因があるかはまたいろいろ調べてみたいと思ってい

ます。

離島の石油はそうだけれども、20円〇玉城満委員

の格差があるけれども、ガスはかえって離島が安い

ところもあるわけですね。そこも私はちょっと不思

議だなというところがあって、だからガソリンが高

くて何でガスはそのままなのにというように、やは

りいろいろと話したりするわけです、業者の皆さん

と。そういう意味で、今後、ここまでやっているか

らということで、ある程度、九州よりは安いはずで

すよということもわかるけれども、今後も注目して

くださいという要望です。

休憩いたします。〇渡久地修委員長

午前11時58分休憩

午後１時21分再開

再開いたします。〇渡久地修委員長

午前に引き続き、質疑を行います。

比嘉瑞己委員。

私も、企画部の公共交通の政策に〇比嘉瑞己委員

関しての決算についてお聞きしたいと思いますが、

最初にＩＣカード―ＯＫＩＣＡの件についてお聞き

したいと思います。

午前中、枚数が16万7000枚ということで、順調に

進んでいることが確認できましたが、これは普及率

の面で見るとどうなっているのか、最初にお聞かせ

いただきたいと思います。

今、モノレール等でも使えるようになっています

ので、モノレール、バスの普及率についての進捗状

況をお聞かせください。

普及率はおよそ55％という〇座安治交通政策課長

ようになっております。

モノレールとバスとそれぞれの内〇比嘉瑞己委員

訳を教えてください。

今、モノレールとバスの内〇座安治交通政策課長

訳を持ち合わせていないのですけれども、ほぼ一緒

だというように聞いております。

昨年の決算では、モノレールが大〇比嘉瑞己委員

体４割、ただバスがまだ31％だという数字でした。

今大体同じぐらいだという答弁ですが、ＯＫＩＣＡ

がふえたことはうれしいのですが、それによって本

来の目的であるバスの利用者、実際に人数はふえた

のかどうかはわかりますか。

バスの利用がこのＩＣカー〇座安治交通政策課長

ドでどのぐらいふえたかというのは考課できないの

ですけれども、ずっとバスは減り続けてきて、輸送

人員はかなり減ってピーク時の４割まで落ち込みま

した。それがいろいろな環境改善事業でＩＣカード

とかノンステップバスの導入とか、こういう改善策

を打った効果があるのかどうか、それで若干今持ち

直しているというところです。

、 、〇比嘉瑞己委員 ぜひ 皆さんの目的でもあるので

通告していなかったのはあれですが、後で資料、普

及率の詳細を含めてお願いしたいと思います。

、私の実感からすると利用者はふえているけれども

もっとふえていいのではないのかというのが率直な

感想です。そのためにはもっとこのＩＣカードの機

能を拡充しないといけないと思います。

、 、これまで聞いてきた２つ お聞きしたいのですが

今チャージがモノレール駅でしかできません。私、

きょう２番のバスに乗ってきたのですけれども、特

に那覇市でいうと真和志地域の方はモノレールの恩
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恵を受けていなくて、ＯＫＩＣＡを持っていても

チャージするときに駅まで行くのはちょっと面倒な

のですよね それでコンビニエンスストアでのチャー。

ジができるようにしてほしいということを繰り返し

求めていましたが この進捗状況 それとずっと言っ、 。

ていますが、乗り継ぎ割引、これの今のバス会社と

の議論の経過を教えてください。

チャージ機ですが、現在の〇座安治交通政策課長

ところチャージするためにはモノレールの駅でやる

か、あるいはバスの車内でやるか、この２通りしか

ございません。県としてはチャージ機の普及を進め

、 、たいということで チャージ機の支援ということで

今年度事業者に補助して機械の導入を計画している

のですけれども、現在は協議中でございまして、今

年度、できれば10台程度から始めたいというように

考えております。

それと、先ほどもありました乗り継ぎ割引の件で

ございますが、事業者との話し合いで、このＯＫＩ

ＣＡカードが導入される以前から、乗り継ぎ割引に

関しては、バスの公共性を上げて、改善率を上げよ

うということで、ＩＣカードの以前から協議してい

ましたが、このＩＣカードを契機に導入がしやすく

なったということで、県からもこの乗り継ぎ割引が

あれば客がふえてさらに利益が上がるのではないか

、という御提案を申し上げているところですけれども

バス事業者はいろいろと社内で検討されているお話

でしたけれども、一旦導入するとまた後戻りができ

ないということが１つ。それから事業者間で、同じ

自社路線だったらいいのですけれども、業者が違う

場合、誰がどのぐらい引くのかという協議が難航、

話がまとまらないような状況です。県としては、自

社路線からまずやってみないかということで、今話

を持っていこうかと検討しているところです。

ＩＣカードの導入のきっかけは、〇比嘉瑞己委員

私はそこだったと思います。これまではそういった

ことをやりたくてもなかなか共通のものがない デー、

タもわからないというところでだめでした。

けれども、これで相当、全社共通にもなっていま

すし、できる環境は整っていると思います。今お聞

きしますと、一旦導入すればというそのためらいの

部分があるのですよね。そこを県がどうやって調整

していくかというところで役割が求められていると

思います。バスの利用者をふやすためには、この割

引をしないと、なかなか皆さん、乗り継ぎするぐら

いだったらもう車で行こう、タクシーに乗ろうとい

うようになると思いますけれども、大変大きな課題

ですので、部長からの答弁を求めたいと思います。

今、提案がありました乗り継〇下地明和企画部長

ぎ割引の件に関しましては、せっかくそのＩＣカー

ドを導入して、そのＩＣカードのプログラムを少し

変えることによってできる部分があるのではと考え

ています。そのコスト、それから乗り継ぎ時間をど

れぐらい見るのか、例えば路線の間隔によってもか

なり違う場合がありますので、そういったところも

含めて、何とかその協議を調えて、割引が実行でき

るような形をつくれればと思っています。そういう

方向で協議をしていきたいと思っています。

、〇比嘉瑞己委員 これは何も利用者だけではなくて

私はバス会社にとってもお客さんがふえて利益にも

なると思いますので、そうした客観的な数字とかを

見せて、積極的な議論を促していただきたいと思い

ます。

次に質疑したいのですが、いろいろな課題をお聞

きしていくと、やはりバス会社の協力や理解がない

と進まないというところが大きな課題としてあると

思います。

そこで、基本的なことをお聞きしたいのですが、

もろもろいろいろなバス会社に関する事業がありま

すが、この平成27年度決算において、バス会社に対

する沖縄県の予算、県民の税金がどのぐらい投入さ

れているのかお聞かせください。

公共交通であるバスに対す〇座安治交通政策課長

る支援につきましては、バスの路線維持・確保する

、 、ための運行費の補助 それと先ほど申しております

公共交通利用環境改善事業としまして、ノンステッ

プバスとか他言語対応機器の導入に対する支援を

行っています。維持費に関しては平成27年度の補助

総額は３億7560万1000円。それから、公共交通利用

環境改善事業としましては平成27年度は６億7809万

、 。2000円 合計で10億5369万3000円となっております

これだけ多額の税金が投入されて〇比嘉瑞己委員

いるわけですから、もっと県民本意の改善をしてい

ただけないかと思います。いろいろな理由があると

思いますが、先ほど、午前中もありましたカラーリ

ングの問題についても、聞いていると、どっか県民

の立場に立っていないのではないかというように思

います。

それで、観光の面からもやはり広告のあり方とい

うのは、もうちょっと県民の声を聞いてもいいので

はないかと思いました。京都とかに行くと、バスも

全部番号が振られていて乗りやすいのです。地形上

の問題とかいろいろな違いはあるとは思いますけれ

ども、もっと私は改善できると思います。なぜこの

バス４事業者に対して県の声がなかなか届かないの
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か、この点についてお聞かせください。

今、バス事業者に対するい〇座安治交通政策課長

ろいろな支援を行っているけれども、なかなか進ま

ないというところですが、バス事業者としては当然

、 、事業者として経営をもたさないといけない それと

先ほど申し上げたように、ずっと利用者が落ちてき

て、経営的にはかなり厳しい状況でありました。

以前もありましたけれども、バス会社はかなり危

機的状況にあった時代もありまして、かなり慎重な

経営をなさっていると、なかなか一歩踏み込んでで

きないと。現在、県も今言ったように、かなり支援

もしていますし、それから公共交通を盛り上げると

、 、いう機運にも それは賛同していただいているので

そこをうまくつないで、やっていただきたいと思い

ます。

ただ、バス事業者は競合路線というのもいまだご

ざいまして、やはり会社間の協力とか、そこら辺は

なかなかうまくいかないところがございまして、そ

こら辺は県もあるいはバス協会を交えまして共通の

テーブル、今、ＩＣカードも発足しているので、そ

ういうテーブルがあるので、そこでいろいろな意見

交換を通じて合意形成も行っていきたいと考えてお

ります。

バスという公共交通の機能が民間〇比嘉瑞己委員

会社に任されているというところで、やはり民間だ

と経営を考えれば、赤字路線の問題も頭痛いと思い

ますよ。ですが、公共交通だからこそ沖縄県がその

部分についてはこうやるのだというのがあれば もっ、

と進むのではないかなと思いました。

今、そういった話し合いがされているということ

はわかったのですが、活性化協議会ですか、その協

議会の開催状況はどれくらい開いているのでしょう

か。

地域公共交通の活性化及び〇座安治交通政策課長

再生に関する法律に基づき行うものですが 平成28年、

10月現在で協議会につきましては25回、年に４回程

度開いているような状況です。それからその下部組

織としての幹事会が現在のところ26回、大体同じぐ

らい開かれているところでございます。

部長がそこに参加しているかと思〇比嘉瑞己委員

いますが、この協議会をもっと頻繁に開いて、もっ

と県の考え方を伝えていく、また民間会社の悩みも

を聞いて国に働きかけるという、これまで以上の積

極的なかかわりが求められていると思いますが、最

後にその点をお聞かせください。

この協議会は利用者あるいは〇下地明和企画部長

交通管理者、さまざまな人が入っています。こうい

う場も大切ですが、それ以上にもう少し具体的な話

ができるような場をできるだけ多く持ちたいと考え

ております。そういうことで、この協議会の回数も

大事ですが、それ以外に、いままでなかなかその民

間の株式会社と膝を交えることも、余りというか少

なかったように感じていますので、そういった部分

を強化していければと思っています。

次に、鉄軌道についてですが、最〇比嘉瑞己委員

初に確認しますが、南北の基幹道というのは心待ち

にしていますが、一方で那覇－与那原間の路面電車

―ＬＲＴという議論もかなり期待が寄せられていま

す 確認したいのは この基幹軸である南北が終わっ。 、

てからのフィーダーの整備になるのか、それとも南

北も進めながらフィーダーも進めていく、この件の

考え方をお聞かせください。

基幹軸が進んでからというよ〇下地明和企画部長

りも、ある程度基幹軸が、駅等の場所がある程度わ

かりましたら、それをもとにフィーダー網の整備も

同時並行的にやっていくことが非常に大切だと思っ

ています。というのは、基幹軸を生かすにもフィー

ダーとの連携がうまくとれて利用環境がよくならな

いと基幹軸の乗客もふえないでしょうし、この辺は

基幹軸が固まり次第、フィーダー網についても、関

係市町村も含めて、そのあり方も含めて、検討を進

。めながらやっていくことが大切かなと思っています

では、南北と那覇－与那原間の議〇比嘉瑞己委員

論は並行して進められるという確認でいいですか。

今、構想段階の議論もしてお〇下地明和企画部長

りますので、それがある程度固まって、それが国に

上下分離方式を求めて、新たな整備をお願いしてい

くに当たっては、その段階で具体的な計画段階に移

りますので、その計画段階に移って、その中である

程度ですが、駅の位置も大体方向性が決まれば、そ

ういう議論も進められると思っています。

、〇比嘉瑞己委員 いろいろなルート案がありますが

、県都である那覇市を通らない案はないわけですから

ぜひそこは早目に那覇－与那原間は議論を進めるべ

きだと思います。議会でもいろいろ議論はありまし

たけれども、実際その与那原町長を初め皆さんもす

ごく意識が高くて、機運も高まっていると思います

が、この那覇－与那原間の議論についての進捗状況

はどうなっていますか。

那覇－与那〇武田真交通政策課公共交通推進室長

原間のフィーダー交通、具体的には８月にも東海岸

、地域サンライズ推進協議会から要請がございまして

ＬＲＴの整備等々について要請がございました。先

ほど部長からも御説明がありましたフィーダー交通
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については、まだ今は構想段階ということで、骨格

軸と各地域をどうやって結ぶかというところにとど

まっている形になっています。計画段階において、

具体的な駅位置等がある程度見えてきた段階で、各

地域におけるフィーダー交通網の具体的な検討を進

めていくのかなと考えております。ただ、那覇－与

那原間については、大型ＭＩＣＥ施設の整備が控え

ていまして、それに関連した施策というのはしっか

りまた、それとは別に検討していかないといけない

かなと考えています。

、〇比嘉瑞己委員 ＭＩＣＥの計画が進んでいる中で

公共交通も考えていこうということはわかりはする

のです。ただ懸念は、ＭＩＣＥだけを考えてありき

にするのではなくて、本当に公共交通という意味で

どうなのかという観点で進めていただきたいと思い

ます。

、 。次に 離島航路についてお聞きしたいと思います

那覇－久米島間の船舶についてですが、ずっとフ

ェリーを新しくしてほしいという陳情が上がってい

ます。これに対する県の基本的な考え方をまずお聞

かせください。

県では、離島の定住条件の整〇下地明和企画部長

備を図るために、特に小規模離島の赤字航路、そこ

に就航する船舶の建造あるいは購入費用を補助する

ということで、離島航路運航安定化支援事業を立ち

上げまして、平成24年度から平成33年度までの10年

計画を立てております。

この計画は県とか関係市町村、それから航路事業

者、それで構成する沖縄県離島航路確保維持改善協

議会という長い名前ですが、この協議会のもとに県

と各離島の市町村、それから航路事業者の方々が参

加する中で、10年間で16隻、これの更新を支援して

いこうということで、計画をつくっております。

ことしの８月時点では、７航路の更新が完了して

おりまして、その中の一つとして、久米島でもフェ

リー１隻、フェリー琉球になりますが、その購入に

ついて支援を既に行っております。

この計画では、１航路に１度、10年間で１度で、

みんながその了解のもとにオーソライズして計画を

定めて、今、支援事業を進めていますが、今、久米

島からの要望としては、２隻目もやってくれという

要望です。

そうしますと他の航路もまだ終わっていない、あ

と９航路あるわけですが、その中で優先順位を含め

てどうなるのかが非常に課題であるということで、

もしそういう２隻目もということであれば、ほかの

また離島市町村も我々も欲しいのだという地域がた

くさんありまして、そこは今のところ、そういう

１離島１隻ということで事業を進めているので、そ

こは御理解願いたいということで話をしているとこ

ろです。もし、その２台目も認めるとなるとまた更

新時期をやって、計画を見直した上で進めなければ

いけないということになりますので、そこら辺は中

間評価も、これは沖縄振興一括交付金―一括交付金

でやっているので、進める中でどういう見直しがで

きるのかは、これからの検討だと考えております。

久米島だけではなく、ほかの離島〇比嘉瑞己委員

も同じような悩みを抱えて、順番待ちになっている

中身だと思います。やはりこういった要望に応えら

れるように、やはりそこに応えることがベストだと

思います。実際、船がどのくらい老朽化しているの

かっていうのは今わかりますか。もしわからなけれ

、 。 、ば 後日提供でいいですが 久米島には２隻あって

フェリー琉球は新しくなったけれどもニューくめし

まが古い、ややこしいのですよ。このニューくめし

まを今、新しくしてほしいという議論ですが、部長

がおっしゃったように１航路１隻という考え方らし

いですが、那覇から久米島に行くとき渡名喜島も経

由していますよね。その観点から見て、渡名喜と那

覇を結ぶ便を新しくしようという考え方は、なじま

ないのですか。

実は、久米島のこの久米商船〇下地明和企画部長

株式会社の船が支援対象になっているのは、渡名喜

を経由しているからです。久米島だけだと小規模離

島というカテゴリーからも外れるので、渡名喜島と

共同なので、今、支援をしている状況です。

久米島からの陳情を見ると、これ〇比嘉瑞己委員

だけではない、いろいろな要望が来ています。飛行

機の運賃もそうですけれども、これだけ那覇から近

い割には、民間の飛行機の競争が働かなくて運賃が

高いとか、宮古島、石垣島と比べてまた別の状況が

あるのですよね。そういった意味では、小規模離島

にならないからというような線の引き方だと、こう

いった問題が出てくる気がします。県立病院もある

のにというところでも、いろいろな問題が出ている

ようですので、そこはちゃんと実態に合った支援の

仕方が必要と思いますので、先ほど言った計画も、

途中、途中で見直しもあると思いますが、そこら辺

も詳しく見る必要がありませんか。

そういう面も配慮しまして、〇下地明和企画部長

航空便に関しても、住民と同じ割引ではありません

が、15％の割引を今回実証実験として、久米島行き

のお客さんにも今、実施をしているということもあ

、 、 、りますし 私が申し上げたのは その２隻目という
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ほかもまだ十分にこの計画を実施していない段階に

おいて、すぐにまた２隻目というので非常に厳しい

状況にあるということを申し上げたわけです。

この財源は一括交付金も活用でき〇比嘉瑞己委員

ているみたいなので、やはりこのスキームをきちん

とすれば、久米島に光を当てたような一括交付金の

使い方を検討すれば、道が開けると思いますので、

。これは引き続き課題にしていただきたいと思います

上原章委員。〇渡久地修委員長

まず初めに、企画部の歳入歳出決算〇上原章委員

説明資料の３ページをごらんください。

執行率、繰越額、不用額の過去３年の推移を教え

てもらえますか。

過去３年間の執行率として、〇下地明和企画部長

平成25年度が77.1％、平成26年度が80.4％、平成27

年度が82.8％となっています。

繰越額についてお答えし〇儀間秀樹企画調整課長

ます。

平成25年度が103億7892万8000円、平成26年度が

101億52万8000円、平成27年度が89億6344万3000円で

ございます そして 不用額ですが 平成25年度が42億。 、 、

7029万5000円、平成26年度が30億2724万9000円、平

成27年度が20億1138万9000円でございます。

部長、ここ３年間を見て執行率は少〇上原章委員

しずつですがよくなっていて、ほぼ繰り越しも毎年

結構な額ですよね。それから不用額はこれは特に振

興予算が大きいと思いますが、返さないといけない

部分になると思いますが、市町村のこの振興予算、

これも３年間の推移がわかりましたら。

市町村一括交付金の〇髙江洲昌幸市町村課副参事

執行状況ですが、平成27年度が予算現額で318億円、

年度内執行額が244億円、執行率が76.8％、繰越額が

、 、 、67億円 繰越率が21％ それから不用額が約７億円

不用率が2.2％となっております。

平成26年度が予算現額が312億円、年度内執行額が

約232億円、執行率74.2％、繰越額が約65億円、執行

率が21％、不用額が約15億円、不用率が4.8％となっ

ております。

それから平成25年度につきましては、予算現額が

、 、 、318億円 年度内執行額約215億円 執行率が67.7％

繰越額が約87億円 繰越率が27.5％ 不用額が約15億、 、

円、不用率が4.8％となっております。

ことしが折り返しということで、毎〇上原章委員

年これだけの予算が繰り越されて、また不用額が発

生している現状であります。本当に何というか、こ

れは市町村の問題とはいえ、県がしっかり予算執行

を指導していってもらいたいということと、当然県

のほうも、企画部としても、この繰り越し、不用額

対策はしっかりしないといけないと思いますが、そ

の点はどうですか。

まず、市町村の繰り越し、不〇下地明和企画部長

用の縮減といいますか、それに対する取り組みです

が、できるだけ早期に、まずはその交付金の交付決

定をもらうという、それに向けた市町村と協力して

の取り組みが１つ挙げられます。それは強化してい

くと。それだけ事業期間が長くとれるので、それを

まず第１の取り組み。もう一つは、事業執行に入っ

た段階で、どうも計画していたのとは違う事業費、

そんなにかからないとか、どうしても余るとかいう

。 。ところも出ます あるいは足りない市町村も出ます

それをできるだけ早期に把握して、市町村間の流用

を図る。それによって、できるだけ不用率、あるい

は繰越率の縮減を図るということで、これまで年に

数回しかやっていなかったものを、できるだけ回数

をふやして、市町村間の流用とかそれぞれの市町村

、 、のニーズを捉えて執行率を上げるということで 今

部を挙げてといいますか、取り組んでいるところで

す。

県の執行率、企画部としての執行率ですが、これ

についても、できるだけそのプランを早く立てて、

執行するように努力して、繰り越しを縮減する、あ

るいは不用をできるだけ事業早目に把握して、ほか

の事業に回すことによって、不用額を減らすという

ような今、取り組みをしています。

過去３年を見ていますが、なかなか〇上原章委員

執行率も77％、80％、82％と、これは市町村の絡み

もあるのでしょうけれども、ぜひこれは改善してい

かないと、繰り越した分をまた年度明けてこれを消

化するということで、本来あるべき予算が後に回さ

れるという、非常にこれ、悪循環ではないかなと思

、 。うので ぜひこれはやっていただきたいと思います

市町村の流用の件も、これはやはり現場の市町村

の方々からも本当はもっと必要なのだということが

ありますよね。この辺の共有が、具体的に実になっ

ているようなケースはあるのですか。もし代表的な

ものがあれば。

昨年度はこの市町村〇髙江洲昌幸市町村課副参事

。 、間流用を年５回ぐらいやりました その中で不用が

余るという市町村から必要としているところに流用

した総額が36億円ぐらいあります。その中で、市町

村の各事業に必要な事業の中に流用しまして、効果

的、効率的に執行されていったということでござい

ます。

ぜひその点は、本当により充実させ〇上原章委員
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ていただきたいと思います。

それで県企画部が取り組んでいる那覇空港立体連

絡通路整備事業についてですが、せっかく年度で予

算を５億7600万円を計上して、実績が5100万円と。

５億円余り繰り越して―効果の部分で、いろいろそ

の事情も、また年度明けてことし５月にこの事業は

完成したとありますけれども １割も執行できなかっ。

た平成27年度決算の中で見ると、関係者との調整に

時間を要したという理由になっているのですが、こ

の具体的な理由をもう少し説明をお願いします。

、〇下地明和企画部長 那覇空港立体連絡通路の整備

これについては当初予定として、バスプールがある

ところを資材置き場として予定して工事を進める形

で工程をつくっていましたが、それが、どうもこの

バスプールがなくなると多大な影響が出ると、当然

客にですね。そういうことで、バスプールにいるバ

スを置く場所をほかに確保して、そして特に観光客

に迷惑がかからないような、あるいはそういう支障

がでないような形をつくってからではないとなかな

か進められないという問題が生じまして、バスを移

動して置いておく場所の確保に、かなり空港事務所

あるいは那覇空港ビルディング株式会社―ＮＡＢＣ

Ｏを含め、時間を要してしまったということで、結

果として前払金だけで終わりまして、早急に工事は

発注しているので、鉄骨資材ですので既に現場とい

いますか、工場ではいろいろな加工がされておりま

したので、年度明けて早急に契約をさせて完成させ

たということです。

これは、事業計画また予算計画を組〇上原章委員

み立てる中で想定できたものではないのですか。こ

の資材置き場の確保という部分で、これが観光客の

通路を遮るという、ある意味では予想できるような

内容のような気がしますけれども、どうですか。

そう言われれば調整不足だっ〇下地明和企画部長

た点も否めないと思います。

ぜひ一つ一つ、もう少し事業予算を〇上原章委員

組む中で、さまざまな事業を展開する中で想定でき

ないことも起こると思いますが、可能な限り予算執

行する意味で、しっかり庁内で議論を重ねて、これ

をまた一つの教訓にしないといけないことだと思い

ますので、よろしくお願いします。

それから、同じく企画部でやっている事業で離島

体験交流促進事業、これも非常に有意義な事業だと

思っていますが、皆さん平成22年度から平成33年度

までの10年余りの事業だと。これは子供たち、児童

・生徒を離島に、民泊とか体験学習という事業だと

思いますが、この対象となる児童はどういった児童

になりますか。

対象は、小学校５年生〇屋比久義地域・離島課長

となっています。

平成27年度は47校、3447人の児童・〇上原章委員

生徒がこの事業を活用したとなっていますが、これ

までトータルしてどれだけの子供たちがこの事業を

受けていますか。

沖縄離島体験交流促進〇屋比久義地域・離島課長

事業でございますが 平成22年度に小学校３校 163人、 、

の児童をまず５島に派遣したのが始まりでございま

す。その後、回数を重ねるごとに本事業への評価の

高まり、島側の受入体制の整備が進みまして、委員

御指摘のとおり平成27年度には沖縄本島から離島へ

47校、3447人を18の島へ派遣しております。

平成22年度から昨年度―平成27年度までの派遣の

累計数でございますが 延べ177校 １万2607人となっ、 、

ております。

小学校５年生を対象にということで〇上原章委員

すが、県内約260余りの小学校が、離島は除いたとし

ても、あると思いますが、これは私学も入るのです

か。

公立、私立合わせてで〇屋比久義地域・離島課長

ございます。

今、177校で1万2000人余りと。小学〇上原章委員

校５年生対象ということですので、年度年度、５年

生になる子供たちが、できれば全員行ければいいの

かなと思いますが これは今の予算範囲内だとちょっ、

と届かない内容ですかね。

本事業は、島での生活〇屋比久義地域・離島課長

体験や交流、あと島の産業体験等のプログラムや地

元との交流を通じまして、児童に離島の魅力、離島

の特殊性、重要性を認識してもらう内容となってい

ます。例えば、ホテルであったり、あるいは集団で

宿泊できる研修施設であったりとか、そういったと

ころに泊めるということであれば数は稼げるのです

が、ただ、今申し上げたような内容によりますと事

業の効果が、泊まるところだけにやっちゃうと、集

団で泊まるところだと事業の効果が限定されると我

々は考えております。したがいまして、地元の方々

の民泊がメーンになっていますが、ただ、それは本

事業を受け入れる島の意向とか体制を踏まえながら

実施しておりまして、特に主な宿泊先である民家の

御家庭の受け入れの御意向等が重要であると考えて

おります。したがいまして、私どもといたしまして

は、受け入れる側の島の体制の整備を進めながら、

その島の特性に応じた派遣の事業を実施していきた

いと考えております。
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これは自己負担もありますか。〇上原章委員

ございません。〇屋比久義地域・離島課長

平成27年度の中で、事業評価会議と〇上原章委員

いうのを開催したとありますが、具体的にこの事業

の評価、そういう会議はどういったメンバーで、ど

ういう御意見が出ているのでしょうか。

受け入れた島にはそれ〇屋比久義地域・離島課長

ぞれコーディネーターという方がおられます。コー

ディネーターは、島の中心となって役場、農家、体

験プログラムを提供する方々との間に立って、いろ

いろ調整、また学校側とも調整する方になっており

ます。そういう方と、例えば役場関係者、観光協会

の関係者、もちろん我々も入りますが、我々も入り

まして、その島々に応じた反省点であったりよかっ

た点などを一度共有して、次年度の事業に生かそう

という内容になっております。

その中で、例えば教育面においては、児童の自主

性、自立、他人との関係で感情を抑える自制という

この３つの点で派遣前に比べて向上しているという

ような学校側からのアンケートの結果の報告を共有

したり、あとは例えば児童を受け入れた島での簡易

宿所営業、いわゆる民泊の免許の取得状況であった

りとか、体験プログラムの開発・改善の状況など、

そういったものをお互い意見を出し合いながら切磋

琢磨して次につなげるような形になっております。

平成33年度までということで、今の〇上原章委員

時点ですが、ぜひ、これは今後も続けて充実させて

いただきたいと思います。

最後に、同じ企画部で平成27年度、全国的に取り

組んだ、沖縄県、また企画部の中でいろいろ議論し

たと思いますが、公共交通利用促進及び路線バス利

用促進の商品券、いわゆるプレミアム商品券に取り

組んだと思いますが、この予算執行及び効果を聞か

せてもらえませんか。

プレミアム商品券という事業〇下地明和企画部長

を実施しました。企画部としては公共交通事業促進

を図るのに使おうということで、路線バス利用の促

進商品券を販売して使っていただきましたが、県民

の公共交通機関の利用促進あるいは県内経済の活性

化及び地域の消費喚起を図るということで、この事

業を実施したわけですが、執行状況は那覇商工会議

所でありますとか、あるいは沖縄ＩＣカード株式会

社に対して５億6500万円の補助を行いました。この

効果については このプレミアム経費総額４億7807万、

円に対しまして、アンケート等から、あくまでも推

計ですが、商品券利用総額は32億1937万円で、消費

喚起効果として約6.7倍の効果があったのではないか

と思っております。

今の部長の話では５億6000万円の予〇上原章委員

算の中で、実際執行されているのは４億7000万円と

いうことですか。

これは事業を執行するに当〇下地明和企画部長

たって事務費等も入っていますので、実際に商品券

として販売したのが４億7807万円ということで、あ

とはお願いした、執行する側の事務費、いろいろな

手数料が入っていて、執行は全額されたということ

でございます。

経済の活性化、消費喚起ということ〇上原章委員

と、またあと企画部は企画部として公共交通を利用

してもらうという事業だったと思います。それはそ

れで評価したいと思います。ただ、今後、やはりさ

まざまなこういった施策の中で、沖縄県が独自でや

ることも私は今回のこういった一つの例にもなって

、 。いないかなと思いますが その辺はどうでしょうか

私は、３月まで商工労働部長〇下地明和企画部長

をしておりましたので、そこでは県産品あるいは各

。市町村の地元産品の購入の件でかかわっていました

そういうことで経済対策とかいろいろな名目でやる

分においては、そういう効果が見込めるということ

で、可能性がないとは言いませんが、やはりこうい

うのは全国的にやるのは一つの経済効果、例えば東

京のわしたショップでかなり売り上げが上がったと

いうことで、全国効果もあるので、そういう一体的

な実行がいいのではないかと思っております。沖縄

県だけでやるのは財源も含めて大変つらいところが

あるのかなと思っております ただ 経済効果はあっ。 、

たのかなと。

全国的にも市町村単位、商店街、地〇上原章委員

域単位で活性化ということで成功している事例も結

構あります。ですから、国がやったときにやるとい

う、それはそれでいいのですけれども、私は今後、

、 、 、県 また市町村とタイアップして 地域の消費喚起

活性化というのを戦略的に、今、地方創生と言われ

る中で、ただ受け身ではなくて、戦略的にしっかり

企画部が、各部署でやっていただきたいと、要望し

たいと思います。

當間盛夫委員。〇渡久地修委員長

それでは、身内からで申しわけな〇當間盛夫委員

いですが議会事務局長、全体的な不用額ではいろい

ろ問題になっていますが 県議会事務局でも約3700万、

円の不用額が出ている。皆さんの説明では旅費、政

務活動費等の執行残とありましたが、きょうの昼間

のニュースでも那覇市議会で政務調査の部分が

ニュースで出ておりました。県議会においての政務
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活動費の状況は、議会事務局長から見てどのように

捉えられていますか。

休憩いたします。〇渡久地修委員長

（休憩中に、當間委員から政務活動費の不用

額ではなく、執行内容等への議会事務局長

。）の所感を答弁するよう補足説明があった

再開いたします。〇渡久地修委員長

知念正治議会事務局長。

政務活動費については、〇知念正治議会事務局長

本県議会事務局においては、従来から総務課でしっ

かりと精査してきちんと執行されているものと認識

しておりますが、平成26年度に包括外部監査でいろ

いろと改善点等の提案を受けまして、さらに透明性

を確保するために政務活動費の手引きを改正するな

ど改善いたしまして、現時点では包括外部監査の指

、摘されたことも含めてさらに基準を厳しくするなど

例えば提出してもらう様式をふやしたりとか、それ

から、領収書への付記事項を徹底するとか、そうい

うことも含めて、さらに透明性の確保に努めている

ものと思っておりますので、本県議会においては政

務活動費についてはしっかり執行されているものと

認識しております。

頑張っていきましょう。〇當間盛夫委員

それでは企画部で、先ほど上原委員からもありま

したが市町村の沖縄振興特別推進交付金、先ほど交

付決定の話が部長からあったのですが、これは内閣

府の交付決定が遅いということなのか、この交付決

定の時期というのは今、どういう流れでいっている

のですか。

一括交付金の交付決〇髙江洲昌幸市町村課副参事

定の時期は４月に第１回目のものがございまして、

その次が５月、それから７月、10月、12月、そして

３月という形になっております。

この４月に決定される分は、市町〇當間盛夫委員

村分できょう話をさせてもらうと、約300億円とする

と、４月に交付決定されるのは、大体どれぐらいで

すか。割合的なものは。

４月の交付決定につ〇髙江洲昌幸市町村課副参事

きましては、平成27年度は約176億円ということに

。 。なっています 率にしまして56％となっております

この辺はもうちょっと上げたほう〇當間盛夫委員

がいいですね。やはり事前に、―概算要求がある、

そして12月に決まる。決まった中からいろいろと詰

めてくるはずでしょうから、この３カ月の間でとい

、うのは結構厳しいところがあるのでしょうけれども

やはりできるのであれば４月には７割近くが交付決

定をしているということであれば、今、大体15億円

の不用額が上がりますよね。その分の解消もできて

くると思いますし、もう少しそれを内閣府とも詰め

ながら、これは各市町村の分もあるはずでしょうか

ら、しっかりと頑張ってもらいたいと思いますけれ

ども、どうでしょうか。

、〇下地明和企画部長 御指摘のとおりでありまして

そこら辺は各市町村と一生懸命取り組んでいるとこ

ろです。そういう成果もあって、今年度は７割近い

68.3％の、最初の段階で交付決定を行っています。

さらにそれを高めていくことが執行率を上げる一番

の効果ではないかと考えていますので、しっかりと

その前の年から市町村と事業を詰めて、内閣府にお

いても通しやすいような形をつくっていくことが、

自分たちの役割と思っています。

先ほど、各市町村の流用のお話も〇當間盛夫委員

ありましたが、やはりもう５年たって、自分たちが

やりたいことがそこそこできてきたみたいなところ

があって、次やるのは何かというね、市町村の格差

というのかな、職員レベルという話をすると語弊が

あるかもしれませんが、その辺も―やはり県がもっ

と各市町村にいろいろな意味で、指導ではないです

、 、 、が そういう助言もしながら そういう各市町村が

離島を重きにしながらでもいいでしょうから、もっ

ともっと一括交付金の活用のあり方をぜひ、―流用

というただ必要としているところだけに流すのでは

なくて、ある程度そういうものは割り振りをされて

いるわけですから、しっかりとそのことが各市町村

でできるようにぜひ頑張ってもらいたいと思います

けれども、どうでしょうか。

先ほど７割近い最初の段階で〇下地明和企画部長

の交付決定ができたのも、前年度から取り組みを強

化していける―ある意味、平成24年度に始まって、

だんだん職員がそういう部分も対応できるようなっ

たということもあって上がってきているので、より

強化することによって、それを８割ぐらいに持って

いければ、当然市町村もそれを事前に計画すること

によって事業をつくっていくわけですから、その市

町村との議論もより深まっていく。そして市町村間

の流用もしなくても、市町村も交付金を使って地元

の、地域の活性化が図られる、つながっていくと思

います。その前からの企画段階からの議論を深めて

いきたいと考えております。

次に、主要施策の成果に関する報〇當間盛夫委員

告書の11ページ、那覇空港立体連絡通路の部分です

が、今の駐車場の状況はどうなっていますか。新し

く立体駐車場がつくられていますが、十分ですか。

新立体駐車場の件ですが、空〇下地明和企画部長
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港の利用者が増加した、それに伴って、特に週末を

中心に、あるいは年末とか、集中する時期に一般駐

車場が混雑するということで、那覇空港ビルディン

グ株式会社においては、国とも調整して、那覇空港

ターミナル地域整備基本計画というのをつくりまし

て 新立体駐車場の整備を行っています 昨年の12月、 。

に688台の新立体駐車場が完成しまして、混雑問題が

大幅に改善されたと理解しております。さらに、去

る９月には２基目の538台、これが供用開始されまし

たので、本当に十分に駐車場は確保できたのではな

いかと考えております。

私はそうは思わないのです。行っ〇當間盛夫委員

てもとめられないという状況がある。近い我々や市

内に住んでいる皆さんからすると、車を持って空港

にということもないでしょうし、モノレールに乗り

かえてというところもあるでしょうが、不思議なの

は、立体駐車場をつくっているのですが、その隣に

立派な職員の駐車場があるのです。何で職員の駐車

場が目の前にないといけないのかというのがある。

この辺の疑問はどう思われますか。

そういう声が多々あることも〇下地明和企画部長

承知はしておりますが、どうしても従業員の早朝か

らの勤務、あるいは夜間までの勤務など公共交通機

関がない時間までの勤務がある人もたくさんいると

いうことで準備していると聞いておりますが、そう

いうこともありますが、今の新立体駐車場ができる

前に、それを開放できないかという話も私どももし

ました。ところが、その職員用の駐車場は営業用に

はできない規格になっていて、そのスペースを混雑

しているということで一時的でも使えないかと話も

しましたが、一般開放はできないということです。

勤務形態が、時間がさまざまだということで職員用

の駐車場も一定程度必要だということも理解してい

るところです。

基本的に私は、目の前に職員の駐〇當間盛夫委員

車場があるのはナンセンスな話だと思っていますの

で、それは向こうの言い分であって、その辺はぜひ

努力して、あそこは一般に開放したほうが私はいい

と思っていますので、それは努力してください。

空港ビルディングというのは、皆さんの経営の意

見書の中でも最も公共性が高いということはあると

思います。別にビルディング株式会社のものではな

、 、いので 沖縄の観光の玄関口としてのものですので

沖縄の最も公共性のある施設だと思っていますけれ

ども、前にもお話をしましたが、那覇空港ビルディ

ング株式会社の株主比率、上位５社でいいですので

どのようになっていますか。

那覇空港ビルディング株式〇座安治交通政策課長

会社の上位５位の株主ですが、まず１位は沖縄県、

25％を占めています。次にＤＦＳ、これが14.58％、

３番目に沖縄振興開発金融公庫、これが7.86％、第

４位がオリオンビール株式会社7.29％、第５位がＡ

ＮＡホールディングス株式会社で5.83％でございま

す。

公共性の高い施設の中で、何で第〇當間盛夫委員

２位にＤＦＳが14.5％もあるかと。皆さんは以前に

指摘をやる中で、県の株式をふやしたのだよね。比

率を下げるような形をとりましたけれども、これか

ら第２滑走路もできてくる、いろいろな施設もいろ

いろな形で拡充していこうという中で、ＤＦＳの持

ち株比率、これは外資ですよ。ＤＦＳベンチャー・

シンガポール・リミテッドということで、外資が空

港経営に物が言える株主構成になっているのは、本

来、あるべき姿ではないと思いますけれども、どう

ですか。

この経緯は、若干……〇下地明和企画部長

経緯は知っています。〇當間盛夫委員

増資の段階で、もう少し県内〇下地明和企画部長

からの募集を強力に進めればよかったかと考えてお

、 、りまして 確かに資本に色はないかもしれませんが

、 、公共性の高い地域であると考えれば 県内あるいは

県も含めてですが県内の出資で賄うべきだったのだ

ろうと考えています。

全日空、日本航空にしても、ＤＦ〇當間盛夫委員

。Ｓは本当にいい位置にあれだけのものを構えている

ほかのテナントはいろいろな意味で家賃が上がる。

ところが、これだけの比率を持っていたら、株主で

あるＤＦＳに家賃を上げろなんて交渉はできないは

ずですよ、こうなると。だからその辺も県内の事業

者を含めて、金融機関、全日空、日本航空が、これ

からどう割合を高めていくかということも、ぜひこ

の部分は、公共性のある施設と皆さんは言っている

のですから、そういったことの対処もやってもらい

たいと、これは要望として終わります。

次に、12ページの鉄軌道を含む新たな公共交通シ

ステムですが、きょうの新聞で、高速料金の低減と

いうことで、鶴保担当大臣が見えての第１回の渋滞

の懇談会をやっているのですね。以前に高速料金の

軽減をやっています。これは多分企画部の予算だっ

たと思いますが、この渋滞緩和からするともう一度

そのことをやるべきだと、高速料金を安くするとい

うこと。この辺はどうお考えでしょうか。

十数年前ぐらいからだと思い〇下地明和企画部長

ますが、確かに特別調整費を使って軽減をした時期
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がありました。その後、民主党政権で無料化、その

後の軽減策として、国として軽減して、今大体３分

の２ぐらいの料金を沖縄自動車道は維持しておりま

す。平成29年の３月にはそれが切れますので、県と

しては、より割引率の高い状態での継続、それをＮ

ＥＸＣＯ西日本に要望を出しているところです。

ＮＥＸＣＯは別に自分たちが負担〇當間盛夫委員

しているということは一切ないわけですね。全部そ

ういった面では、我々の補助だとか、いろいろなも

ので受けているわけですから。その割にはＮＥＸＣ

Ｏは沖縄の分でつくった後のもの、新設、インター

にしてもそうなのですけれども、北中城から入って

くるスマートインター、１カ所だけしかつくってい

ない。あとは、ほかは何も増設していない。パーキ

ングエリアにしても、他府県のパーキングエリアは

物すごい、いろいろな意味で娯楽性をもったパーキ

ングエリアを高速ではつくりますけれども、沖縄の

ＮＥＸＣＯは全くパーキングエリアにしても変わら

ないところがあるわけですから、やはり、スマート

インター、なかなか人を立ててのインターチェンジ

になると大がかりになるので、北中城にあるような

スマートインターをあと５カ所つくるというような

ことをＮＥＸＣＯにも要求したほうがいいのではな

。 、いですか 我々もこれを国に提言しているのですが

どうですか。

今、料金の低減の継続の要望〇下地明和企画部長

をしているところでありますので、要望しながら実

現の可能性を図っていきたいと思っています。

次に移らさせていただきまして、〇當間盛夫委員

13ページ、知的・産業クラスター形成の研究拠点で

すが、ＯＩＳＴに、この間にかかった予算、総額予

算を教えてください。

まず、13ページの報〇長濱為一科学技術振興課長

告書は、ＯＩＳＴだけではなくて、琉球大学とか、

国立高専とかと共同研究している事業でございます

けれども、ＯＩＳＴそのもののこれまでの予算の累

計ということで、いわゆる全ての予算でいいのです

よね。開学して今５年目ですが、開学前の独立行政

法人からの運営費交付金、今、学園費補助金と呼ん

でいますが、累計額として1114億9000万円。それか

ら施設整備、研究棟の整備に使われた予算として

504億8000万円、これは先般成立した本年度の補正予

算額を合算した額となっております。

。〇當間盛夫委員 約1600億円近く投下されていると

これはホームページにも載ってはいますが、これだ

けＯＩＳＴにかけている。皆さん、産業クラスター

を含めて、大学院大学の設置に向けての周辺整備と

かいろいろとやっている。その辺はどうなっている

のですか。

ＯＩＳＴの周辺整備〇長濱為一科学技術振興課長

につきましては、周辺整備基本計画というのを策定

しておりまして、それに基づきまして、これまで地

、 、 、域住民 民間事業者 関係する市町村と連携しつつ

県としてもインターナショナルスクールの設立、光

、 、ファイバー網の整備 空港リムジンバスの実証運行

バス停の整備、周辺主要道路の英語案内表記など、

。生活環境の整備を実施してきたところでございます

もうそろそろＯＩＳＴが結果を出〇當間盛夫委員

せる部分がどうあるのかというものを出してこない

といけない時期に来ていると思います。周辺整備に

しても、恩納村だとかうるま市からすると、当初皆

さんが言った分というのが全くないではないかと。

研究者の子弟の住居がとか、そういうお話もしたは

ずなのに全くそういうものがないというのが、私は

出てきては困るはずでしょうから、やはりこれだけ

の1600億円かけてのＯＩＳＴ。これからまた４年、

５年で振興費の話になってくるはずでしょうから、

それが100億円等々、それができるのかどうか微妙な

時期に来ていて、ＯＩＳＴが本当にこれから自立で

きるのかも含めても、しっかりとそういった……、

県もその役割的なものをちゃんと踏まえながらやっ

ていただければと思っております。これは提言で終

わります。

花城大輔委員。〇渡久地修委員長

主要施策の成果に関する報告書の〇花城大輔委員

、 。中の12ページ 鉄軌道の質疑をさせていただきます

、 、 、現実点で いつごろ着工して いつごろできるのか

また総工費はどのくらい見積もられているのか、お

願いします。

鉄軌道につ〇武田真交通政策課公共交通推進室長

きましては 今現在 構想段階ということで ステッ、 、 、

プ４の検討に入っているところです。構想段階が終

わりますと、この後、計画段階ということで、国が

主体的な取り組みということを県として求めていき

たいと考えております。いつごろ着工できるかは、

国との調整状況に応じても変わる、予断を持ってお

話しすることはできませんが、県としてはできる限

り早く導入に向けて国に取り組んでいただきたいと

考えております。

あと、総事業費につきましては、まだ県のお示し

した７つのルート案についても、ステップ４の中で

それぞれのルート案ごとに事業費をお示ししたいと

考えております。その辺については、いろいろ専門

業者も使いまして、精査しているところでございま
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す。参考になる値としましては、平成27年度に内閣

府が行った調査がございます。こちらで言うと、

6800億円程度の事業費として見込まれたというとこ

ろです。

７つのルート案の前提となる４つ〇花城大輔委員

のルート案がありましたね。それは何を根拠に作成

されたものなのか、お願いします。

７つのルー〇武田真交通政策課公共交通推進室長

ト案というか ４つのルート案ですが いきなりルー、 、

トを示したということではございません。ルートを

示すに当たりまして、ステップ２というところで、

県民が求める将来の姿、あと沖縄県内における陸上

交通の現状と課題、そういったものを県民とも情報

共有を図りながら、まず一旦整理をしました。その

課題、目標に対して、公共交通の役割、あと取り組

みをまた整理をし、専門家の意見も聞いた上で、そ

の上で県民に意見を求めて、公共交通の役割を設定

しています。その上で、公共交通の役割を踏まえて

人口であるとか、夜間の人口、従業人口、あとは県

民、観光客の移動状況、それからバスの利用者、道

、 、路交通量 そういった客観的データに基づきまして

多くの人が利用できる地域であるとか、自動車交通

が集中する地域、そういったものを経由するルート

、 、 、について検討を行った結果 中南部地域 北部地域

それぞれ、西側、東側という形で組み合わせた４つ

のルートが示されたというところです。

これは以前の委員会でも質疑させ〇花城大輔委員

てもらったところですが、パブリックインボルブメ

ントの中で、意見を出した人たちの住所が示されて

いないということもあって、私はそもそもこの企画

が出た段階で、北部地域の人の悲願がそろそろかな

えられるのかなと期待を寄せていたところでありま

すという話もさせてもらって、実際その辺は今後ど

うなるのですかと聞かせていただいたのですが、現

状としてはどんなですか。

昨年の決算〇武田真交通政策課公共交通推進室長

特別委員会の場で委員の御質疑に対し、当時ステッ

プ２のＰＩを行った段階では、地域別の意見の分類

まではされておりませんでした。直近のステップ３

のＰＩでいただいた意見は、約9000人からいただき

ましたが、それを居住地別で見ますと、北部地域が

15.6％、中部地域が39.1％、南部地域が33.7％、離

島が5.8％、県外からも4.2％という形で意見をいた

だきました。若干、北部地域のほうが多目ではあり

ますが、これは国勢調査で見た地域別の人口割合で

見てもおおむねバランスはとれていると考えており

ます。

いろいろな若い方と意見交換する〇花城大輔委員

、 、ときに よくこの鉄軌道の話題が出てくるのですが

若い人たちは厳しい目で見ている人が多くて、需要

、 、がないのではないかとか いろいろな経費の件とか

維持管理の件も出てくるのですが、駅をつくったと

きに駅が所在する市町村のまちづくりに大きく作用

してきますよね。土地があるとかないとか、市町村

の特徴についてもいろいろと影響があると思います

が、今の段階で、これが実現したときの経済効果、

または市町村に与える影響はどれぐらいと想定され

ていますか。

まちづくり〇武田真交通政策課公共交通推進室長

等々、もちろんとても大切な取り組みだと思ってお

ります。今、委員がおっしゃった、つくるだけが目

的ではなくて、それを使いこなすのが大きな目的と

の御指摘だと考えておりますが、鉄軌道の構想案を

つくる段階においては、導入の気運を高めるのもも

ちろん必要なのですが、これの利用促進するための

取り組みについてもあわせて行う必要があると考え

ております。

そういった意味で、県民向けといいますか、そう

いったところから過度な自動車利用から公共交通へ

の利用転換に向けた取り組みも、プラスまちづくり

という観点から言うと、利用促進するための市町村

のまちづくり、自動車、自転車、そういったものを

利用しやすいまちづくりも含めて、市町村と連携し

た取り組みも求められてくるかと思っております。

ただ、構想段階ではそういった考えを、ほかの県の

事例も含めて、いろいろ幅広く紹介することがまず

取り組みとしてあると考えております。

実際のところ、採算性については〇花城大輔委員

どう考えていますか。

採算性につ〇武田真交通政策課公共交通推進室長

きましても、７つの各ルート案ごとに、それぞれの

採算性というものをステップ４の段階でお示しして

いきたいと考えております。

ぜひ実現が一日も早くなることを〇花城大輔委員

祈っております。

続いて14ページの重粒子線の件について、来年度

も予算計画の中に入っていますでしょうか。

この重粒子線治療施設、これ〇下地明和企画部長

については、ことしの３月に検討委員会の調査報告

書が出されました。その中では、県内の患者に加え

て、県外であるとか、海外からの治療ニーズに積極

的に対応して、そこから集患できればという前提つ

きで、それがなければ、逆に言えば安定的な運営が

厳しいという内容が報告されると同時に、一方では
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放射線治療の人材づくりも必要だということと、外

国人を集患するのであれば、患者受入体制の構築と

いうような課題も示されて、これらの点も留意しな

がら、慎重に引き続き調査検討が必要との見解が調

査報告書で示されました。それを踏まえまして、今

後、どういう調査をし、可能性を含めて検討してい

くかということで、現在は県庁内において、保健医

療部も含めて、今後の課題、対応について、今検討

しているということで、予算措置についてはされて

おりません。

調査検討中ということで、ではま〇花城大輔委員

ず、今の段階で、やるかやらないかは決まっていな

いということでいいのですか。

最終的に設置の可否について〇下地明和企画部長

も、まだ決まっていないということです。

やるかやらないか決まっていない〇花城大輔委員

ということであれば、これは次回に回したいと思い

ます。

続いて15ページの、これは私もこの件で質問させ

てもらいたいのですが、バスレーンの件です。以前

から聞きたいと思っていましたが 委員会の中でずっ、

とバスレーンの空車の利用の件が質疑されてきまし

た。要は、空車のタクシーによるバスレーンの走行

は許されないから、真ん中の車線を走って、乗りた

い人がいれば入っていくということで、ある委員か

ら何回も要望が出されて、そのたびに断られている

姿を見て影ながら応援していたのですが、委員会の

中で何回も議論をされて、それがいい答弁が得られ

なくて、ある日急にニュースでそれが報道されたと

私は感じましたが、これは一体どのようなことです

か。

バスレーン〇武田真交通政策課公共交通推進室長

における空車タクシーの利用ということで、昨年の

末に地域住民の方にアンケートした結果、そういっ

たバスレーンの利用の仕方について、おおむね好意

的な意見が得られたということで、昨年度末の協議

会で、そういった提言を行ったところ、タクシー業

者、警察関係者、道路管理者、そういったところか

らある程度同意が得られて、昨年度末、それに向け

て始まることになりました。８月１日から実証実験

が始まっております ４カ月程度関係者間で話し合っ。

た結果、８月１日から実証実験が開始され、約１年

間の実証実験を行う予定になっております。

住民というとわかりにくいのです〇花城大輔委員

が、バスレーンに該当する地域に暮らす代表者がい

るということですか。

浦添市、宜〇武田真交通政策課公共交通推進室長

野湾市、国道58号沿線の住民を中心に、幅広くアン

ケートをとったという形になっております。

どのようなプロセスでそういうこ〇花城大輔委員

とが決まっていくのか、どうしても知りたかったも

のですから。

あと、ことしの８月ですが、政治キャンプといっ

、 、て 新垣光栄委員も質疑の中に含めてありましたが

県内の18歳から二十歳の方が今回の県議会に請願を

出しています。公共交通ネットワーク特別委員会に

も２件から３件出されていたと思いますが、ごらん

になりましたか。

、〇下地明和企画部長 請願第５号から同第７号まで

しっかりと公共交通ネットワーク特別委員会で審査

をしていただきました。

採択された３件の中で、採用した〇花城大輔委員

いと感じたのはありますでしょうか。

３件の請願はバスに関する〇座安治交通政策課長

もので、バスのわかりやすさ、あるいは乗る方の料

金を割り引いたらどうかという点、それから停留所

やバス車体がわかりやすいような表示をしてくれと

いう内容だったと思います。いずれも、県は前から

そういう問題があると認識しておりまして、先ほど

比嘉瑞己委員にも答えたとおり、バス事業者と話し

合っていきたいと思っています。請願はいずれも県

だけではなかなか解決しづらい問題なので、関係者

及び事業者と協議して進めていきたいと考えており

ます。

私はこれはチャンスじゃないかと〇花城大輔委員

思っています。若者の政治離れが進んでいると言わ

れている中で、政治にまたはこの沖縄県議会に興味

を持つ若者がふえてきて、よりよい沖縄を一歩でも

進めようと勉強して意見を述べ合ってきた。これが

県議会の中で採択されて、しかもこれから生かされ

るかもしれないというところで、ぜひこの意見を前

に進めていただいて、若者の力で沖縄が一歩前進し

たということを沖縄の県民の皆様に知らしめていた

だきたいという要望をしておきます。

続いて、21ページの海底ケーブルの件です。

これも昨年度からずっと続いている事業でありま

すが まず商工労働部のところで 東京から海底ケー、 、

ブルを100億円近くかけて沖縄県の南につないだ。そ

れを企画部のところで、沖縄県の糸満市から離島町

村につないだ。日本の中心にあるコンピューターを

操る仕事をしている人たちと離島にいる人たちの格

差が実際なくなるわけです 非常にいい事業だと思っ。

て注目していたところでしたが、実際、陸揚げした

だけでは使い物にならなくて、これがまた新たに陸
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上を網羅する形で、これからも進めていくというこ

とが最近わかって、これは実際にこの事業が終わっ

たときの新しい企業の誘致とか、もしくは新規の立

ち上げも含めて、経済効果はどれぐらいあるか試算

されていますか。

、〇上原孝夫総合情報政策課長 事業効果については

具体的にまだ試算はしておりませんが、当該ネット

ワークが、海底ケーブルが構築されて、あと我々の

ほうで各離島、島々に光ファイバーを引く事業を今

年度から立ち上げておりまして、地元住民の方がイ

ンターネットを介して物を買い取りできるとか、そ

、 、ういう利便性が随分向上しますし あと宮古島とか

いろいろシステムを開発するとか、そういった企業

がどんどん来ていますので、そういう方のニーズに

応えるようなインフラが整えられるということで考

えております。

沖縄本島の中でも糸満市から右回〇花城大輔委員

り、左回りで全島を網羅しようとしている動きの中

、 。で ＩＴ企業の誘致が盛んになっている気がします

最近は豊見城市でもビルがつくられたとかあります

けれども、離島の町村に対しても何らかの形でそう

いった仕組みがつくられるように、せっかくかけた

費用をどんどん生かして企業が発展するように、何

かしらの提案なりしていただきたいと思いますが、

今のところいかがですか。

この陸上部分のネットワーク〇下地明和企画部長

が完成することによって、そういう離島地域におい

ても、テレワーク的な業務であるとか、あるいはそ

ういうコンテンツ制作をするような人たちが、離島

に住みたい人がかなりいるようですので、そういっ

た若い方々が住むとか、そういう経済効果がかなり

高まってくるだろうと思います。それプラス、離島

の市町村にとっては、例えば高齢世帯、そこへの導

入によって、健康チェック、所在チェックといいま

すか、いろいろなことが通信でできますので、そう

いった行政サービスも含めて、いろいろ活用してい

ただきたいと考えております。

又吉清義委員。〇渡久地修委員長

先ほど花城委員からありました重〇又吉清義委員

粒子線についてもう少し確認します。

主要施策の成果に関する報告書の14ページ、今、

部長は何かこの重粒子線、平成27年度予算で調査し

た結果、調査検討中で、設置について未定というこ

とですが、調査報告書はそのように来ていると理解

してよろしいのですね。

調査報告書においては、先ほ〇下地明和企画部長

ど申し上げたように、患者の集患と、それを前提条

件としての今度は放射線治療人材の充実、それから

外国人の患者を受け入れることを前提としておりま

すので、そういう人たちの受入体制を含めて、引き

続き慎重に調査検討する必要があるとの見解が出さ

れているという状況です。

これは平成27年度予算でやった調〇又吉清義委員

査です。それ以前に、仲井眞前知事のときも１億

4000万円をかけて、そういった調査をしたわけです

よね。その調査報告書との違いはどのようになって

いますか。当時の報告書は、やはり将来、この沖縄

県においても日本全国においても、これから20年後

には国民の４人に１人はがんになるのだと。だから

こういったものも必要だということと、もう一つは

跡地利用をしっかりと進めて、沖縄経済を立て直す

ためにも、そういった返還跡地にモデル地区をつく

ろうと。これまで基地の街だった沖縄県を人の命を

救う医療特区を目標にということで、こういった構

、 、想が進んだのですが こういうのは政権がかわって

これは全部排除されたと理解していいのですか。非

常に疑問なのですが。

今回の平成27年度の調査報告〇下地明和企画部長

書の内容としましては、しっかりと平成24年度から

、 、調査を段階的にやってきておりまして 平成24年度

平成25年度、平成26年度とされたものを踏まえて、

さらに平成27年度もしたので、そういう政権とか何

とか政治的なことで、この報告結果が出ているとは

考えておりません。

要するに、当時、仲井眞前知事の〇又吉清義委員

ときは、去年、一昨年でしたか、一昨年の12月まで

には回答を出そうと、患者もどうするか、経営もど

うするかと。いろいろな保険制度、１人500円の積立

方式でやればできるとか、いろいろなこれが模索さ

れている、ちょうど検討中の段階でした。しかし、

今の説明からすると、そういうことが全く、誠意が

ないような答弁にしか聞こえないものですから、そ

ういったものもどのようになったのか、例えば外国

人の患者をどうするか、これもどうするか全て網羅

して答えを出したいということだったのですが、こ

れが急遽答えを出さずに 皆さんとして政権がかわっ、

て、これは再度調査しないといけないということに

なったというように私は理解しているのですが、そ

の辺はどのようになっていますか。

今、部長が答えたよ〇長濱為一科学技術振興課長

、 、 、うに 基本的には平成27年度の調査も 平成24年度

平成25年度、平成26年度で積み上げてきた幾つかの

課題を、検証をしっかりしてきたということで、平

成24年度の最初から県外や海外からの患者を集める
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ことも非常に大事であります。それから、事業体の

運営体制をどうすべきか、あるいは医療人材の育成

をどうすべきか、医療連携をどうすべきか、あるい

は県民の治療費の負担軽減策とか、それを幾つも検

討してきて、当然これを踏まえた形で平成27年度も

調査をしたということでございます。

そういったことを調査をして、今〇又吉清義委員

の問題点となっている、指摘をされている部分は―

、結果的にもう一つ丁寧に説明していただきたいのは

何がどうなったかの説明がないものですから、皆さ

んとして慎重に調査検討する必要があると。これだ

けでいいのかなと。要するに、この20年で、日本人

の４人に１人はがんになりますよと。ですから必要

なので、これを早目につくる意味でも、そして基地

から脱却して人の命を救う医療特区をつくろうと、

大きな目標がある中で皆様方は今 この目標に向かっ、

て進んでいるのではなくて、どうやってできるかで

はなくて、いやいやこれも調査検討中で終わって、

それでいいのかなと。何も宜野湾市だけにつくりな

さいという考えではないですよ。こういった大きな

目標を持ってやらないと将来どうなりますかという

ことを聞きたいので、そういうのを踏まえてまだ調

査検討中で、まだまだちんたらするのですかと。ど

うすれば経営ができるのかと、どうあるべきかとい

うのは、私はしっかりやるべきだと思いますけれど

もね。

先ほども説明しましたが、具〇下地明和企画部長

体的に数字を挙げて御説明しますと、この施設の採

算性が成り立つためには年間440名の治療をしないと

いけないとなっています。その中でこの報告書によ

りますと、ずっと変わらないと思いますが、検証し

、 、 、ないといけないですが 250名 260名ぐらいを県外

海外から連れてこないといけないと。半分以上６割

近い、集患をしないとこれが成り立たないという中

で、本当に海外含めて沖縄に集患ができるのかとい

う大きな解決すべき課題があるということがありま

して、それに加えてまたさらに人材の育成もありま

すよと。そういう課題が次、いろいろ検討してきた

ものの、まだ克服しがたい集患という課題が大きな

ネックとなってまだ横たわっているという理解をし

ていただきたいと思います。

そういった問題を、例えば、今後〇又吉清義委員

も検討し、クリアするからには、先ほど花城委員か

らもありましたが、来年度も予算を組みますかと聞

くと、たしか予算は組みませんという返答だったと

思いますが、そうであるならば、やはり来年も予算

を組んでどうあるべきかさらに調査研究をするべき

であって、もう来年度は予算を組まないということ

は、もう既に調査研究はこれで打ち切りですという

結論に達していませんかということで危惧している

のですが、それとは違いますか。やはり調査研究等

は予算は組まずに今後はやるということでよろしい

のですか。

今、内部で検討しながら、具〇下地明和企画部長

体的に今後どういう調査をしたら、そういう課題、

解決が見えてくるかは、まだ我々もつかみきれてい

、 、ない段階なので それを検討しながら必要があれば

またそのときに予算を組んでその調査に入りたいと

思っております。

あえて申しませんけれども、とに〇又吉清義委員

かくこれから４人に１人ががんになる時代に向かお

うとしているので、私は早目にこれに取り組むこと

によって、そういった調査をすることによって、事

前に対応できる、取り組みができるのが行政の姿勢

じゃないかと思うものですから、やはり今の考えで

いいのかと私は非常に納得できませんが、これも踏

まえて次に行きます。

次、28ページです。駐留軍用地跡地の有効かつ適

切な利用の推進を図るためとあるのですが、この中

で中間取りまとめが平成27年に策定されたというこ

とですが、この中間取りまとめの中で、やはり県と

して、まず緑地、空間の整備も100ヘクタール以上は

必要だと、そして縦貫道路、横断道路も必要になっ

た場合に、朝一番の宮城一郎委員への説明では、県

として先行取得はまだ12ヘクタールしか進んでいな

いと。これをそのピッチでいった場合、果たしてこ

の計画は普天間飛行場が返還された場合、跡地利用

計画は進むのかなと思いますが、やはりそういう先

行取得もさらにピッチを上げて進めるべきだと思い

ますが、いかがでしょうか。

今現在、普天間飛行場跡地〇下地正之企画部参事

利用では、道路用地約17.1ヘクタールを買う基金を

平成24年度に積み立てして、進捗状況で約49％進ん

でおります。今後、さらに408ヘクタールのうち公共

施設が、県が事業する具体的な事業、そういったも

のが計画の中で具体化してくれば、さらに追加して

やることになりますが、現時点で計画の中で見通し

が立っているのは道路用地ですので、現在は道路用

地について先行取得を進めているところでございま

す。

、〇又吉清義委員 確かに気持ちはよくわかりますが

普天間飛行場が返されるのか返されないのか、ぐら

ついている段階では厳しいとは思いますが、そこは

やはり県も、早目に返すことを進めることによって
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私はこの計画も具体的になるかと思いますよ。

しかしこれが返されることがはっきり明確になっ

たら、やはり408ヘクタールを返すことも並大抵では

ないと思いますので、やはりその辺は返されること

を前提として、私は大いに進めていくべきだろうと

思います。しかしこれが、皆さんが出した中間取り

まとめでは、やはりこういう用地もこれぐらい必要

だと明確にある程度出ている中で、ちょっと遅過ぎ

ないかなという考えがありますので、最後に伺いま

すが、やはりもう少しいつ返されてもいいように、

お互いピッチを上げてやるべきだと思いますが、い

かがでしょうか。

駐留軍用地跡地利用は返還〇下地正之企画部参事

されてから取り組んでは大分遅くなると。那覇新都

心地区の事例のように、跡地利用計画の策定のおく

れ、土地先行取得のおくれが跡地利用の遅延につな

がったという事例もあります。なので、返還前の段

階からいかに早く取り組むことができるかというこ

とは非常に重要だと思っています。それで、できる

ことはまず跡地利用計画の策定を進めること、また

返還後の公共用地となる土地の先行取得、それをい

、かに進めていくことが重要だと考えておりますので

これに関してはしっかりと取り組んでいく必要があ

ると思っております。

ぜひピッチを上げていただきたい〇又吉清義委員

。 、と そのほうがやはり皆さんは基地が返還されたら

この軍用地料の30倍も50倍も経済効果があるとなれ

ば、一日も早くそういった環境をつくるべきであっ

て、これをそういった計画をしながら、こういった

計画を急ピッチで進めないというのは、果たしてこ

れでいいのかなと非常に疑問ですから。

そこでもう一つだけお伺いしますが、そこに普天

間飛行場、そして返還された西普天間住宅地域、朝

の質疑でキャンプ瑞慶覧の海軍病院のところにヘリ

パッドみたいなものがあるということですが、皆さ

んもこれを理解をしているのかしていないのか、ど

ういう施設であるか、その点について改めてお伺い

します。

朝の宮城委員の質疑にもあ〇下地正之企画部参事

りました、今回の一般質問において知事公室から、

海軍病院の近くにヘリコプターの着陸帯があり、急

患輸送、人員輸送、ＶＩＰ輸送などに使用されてい

るという答弁がありました。また、平成26年３月の

宜野湾市議会の市の企画部長の答弁でも、同様な答

弁があったということです。

実は私はこの週に宜野湾市にお伺いして、企画部

長にお会いして、どういうことだったかお聞きしま

した。実は企画部長は前任の企画部長で、かわって

、 、いたので 状況はまだ把握していないようでしたが

そういったことに関してはしっかり情報共有を行い

たいと申し上げてきました。今重要なことは、しっ

かり関係者間で情報を共有することがまず重要だと

考えておりますので、引き続き宜野湾市と連携しな

がら情報共有に努めたいと思っております。

私は私なりの解釈で大変済みませ〇又吉清義委員

んけれども、解釈はそれぞれ違いますから、それは

それでいいと思います。やはりあそこにそういった

ヘリコプターが離発着できる地域というのは、民間

でいえばヘリパッドがありますよね。ドクターヘリ

がありますよね。私はそれだと理解しているもので

、 。すから だから私はむしろ歓迎すべきだと思います

人の命を、ヘリパッドがあそこで人を殺すための施

設だったら、これは猛反対ですよ。人を殺すためで

はなくて、人の命を救うための緊急用のヘリパッド

だと。その辺は皆さんもしっかり調査していただき

たい。まさか病院のあの敷地内に人を殺すためにヘ

、リコプターの離発着帯をつくるはずはないのですよ

常識から考えて。実際、キャンプ桑江の海軍病院に

もちゃんとありましたよ、あの敷地内にもですね。

これは当然あってしかるべきであるし、そしてもう

一つ皆さんにとって、瑞慶覧の海軍病院、このレベ

、ルは世界的位置づけでどれぐらいに考えているのか

単なる病院だと考えているのか、世界的なランクづ

けでどのように解釈しているのか、お伺いいたしま

す。

大変申しわけありませんが、〇下地明和企画部長

海軍病院の技術レベルだとか、そういったものに関

しての情報がありませんで、認識が今言えない状況

です。

これは実はつくる前から議論され〇又吉清義委員

ておりますよ。世界ナンバーワンの医療技術だと、

世界ナンバーワンなのだと。ここで治療できないも

のはないぐらいなのだと。スタッフだけでも1600人

いますよと、周囲には。そしてここでは、よく心臓

病で問題になる、それさえもできるのですよと。私

はむしろ歓迎して、沖縄県がこれを活用すると、そ

ういう交渉をしていただきたい ただ反対 反対ばっ。 、

かりじゃなくて 世界ナンバーワンの医療技術があっ、

、 。て 特別に沖縄県内から３名の研修生を受け入れる

県外からもせいぜい５名しか受け入れないぐらいで

すよ。沖縄県は特別に受けて、医療水準を上げてく

れと、それぐらいすごいところなのです。私は考え

方を変えて、世界ナンバーワンの人の命を救う技術

と場所があるからには、これをＰＲをし、お互い平
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和のために活用しようじゃありませんか。その姿勢

を持って取り組んでもらいたいのですが、いかがで

しょうか。

先ほども申し上げましたが、〇下地明和企画部長

医療水準とか、そういったものに対する認識、そし

てどういった人が対象で、どういう医療技術がある

のか、全く情報がありませんので、大変申しわけあ

りませんが、コメントは差し控えたいと思います。

中川京貴委員。〇渡久地修委員長

平成27年度歳入歳出決算説明資料〇中川京貴委員

の企画部の中で、３ページをお願いします。

そのうちの（項）市町村振興費の項目のうち、先

ほど説明いただきましたが328億6631万2000円、予算

は補正しながら繰り越しが約67億円、そして不用額

が15億7456万6899円出ておりますが、これについて

少し質問させてください。本会議の代表質問、一般

質問でも、この一括交付金の活用については出てお

りましたが、なぜこれだけ多くの繰り越しが出たの

。 、 、か また 不用額についても説明いただきましたが

再度説明をお願いします。

一括交付金につきま〇髙江洲昌幸市町村課副参事

して繰り越しが生じた要因としましては、関係機関

との調整のおくれ、それから計画変更によるもの、

天候不良などの自然条件によるものとか、設計調整

のおくれ、用地取得難等、多様なものがあります。

例えば宮古島市のところで、スポーツ観光交流拠点

整備事業というのがありましたが、昨年の12月から

１月にかけて 例年と比較して約３倍の降水量があっ、

たということで、現場作業の進捗に不測の日数を要

してスケジュールがおくれた。あとは磁気探査事業

で、掘ってみると、そこに残存物が出てきたという

ことで、事業の進捗がおくれたといったようなもの

です。それからまた堆肥センターの施設整備という

ところで、地域からの悪臭対策というところで要望

がありまして、それの協議に不測の日数を要したの

で、繰り越しが生じております。

下地部長、なぜそれを冒頭で聞い〇中川京貴委員

たかというと、これから私が質疑する各事業名の中

、 、で出てきますので ぜひ確認していただきたいのは

その市町村が その調整がなかなかうまくいかなかっ、

たと。一括交付金は御承知のとおり折り返し地点を

過ぎました。あと残りは限られた年数の中で、一括

交付金を活用しなければといけない中で、市町村と

の調整おくれで、これだけの繰り越しと不用額が果

たして出ていいのか、部長の見解をお聞かせくださ

い。

執行に努力して繰り越し、不〇下地明和企画部長

用を縮減するのは、当然市町村も県も一緒でござい

ます。ですから、これまで御説明しているとおり、

その不用あるいは繰り越しをいかに少なくするかと

いうことで、事業間の流用あるいは市町村間の流用

もしながら執行に努めているところです。その大前

提としては、この仕組みができたのは平成24年から

ということもありまして、この平成24年、平成25年

というのはある意味、かなり制度を掘り起こしなが

らみたいな形で進んできたこともあって、影響はま

だ出ている状況だと思います。したがいまして、制

度設立当初は、これは単年度事業なんだと、繰り越

しも認めない中で、市町村によっては普通の補助事

業ではできないハードも整備したいと、いろいろな

要望の中で繰り越しも認めてもらいながら、制度を

運用してきたということもあります。そういうこと

で、そのふなれの部分からだんだん精度が上がって

きている部分がありますので、後期に向けてしっか

りと体制を、市町村も含めてつくりながら執行率を

上げていくということになるかと思います。

下地部長も御承知のとおり、これ〇中川京貴委員

は仲井眞県政のときですね、当時の仲井眞知事が命

がけで政府と交渉しながら予算の獲得をした。しか

しながら、やはり執行率や繰り越しは、そういう状

、 。況の中では 大変厳しい状況にあると思っています

自治体と、もう少し情報を密にして、執行率が上が

るように努力していただきたい。

そしてもう一つ、主要施策の成果に関する報告書

の９ページ、那覇空港整備促進事業の中で、これも

部長御承知のとおり那覇空港の第２滑走路、これも

前知事の肝いりで、1000万人観光に向けては空港整

備が不可欠だと。これをしない限り1000万人観光の

。実現はないということで事業化した事業であります

現在の進捗状況と事業の総予算、先ほど答弁で330億

円が平成27年度計上され、平成28年度も同額の予算

が計上されたということでありましたので、総予算

と、そして事業の進捗状況を聞かせてください。

記憶によりますと、進捗状況〇下地明和企画部長

は40％台と記憶しております。それから総予算につ

いては、1900億円前後だと記憶しています。

これは後で資料を提出していただ〇中川京貴委員

きたいのですが、ただ心配されることは部長御承知

のとおり2000億円、これを当時は一括交付金とは別

、 、枠でスタートした事業でありまして しかしながら

当時は確かに2000億円の事業ということでスタート

しましたが、これがおくれることによって、事業費

が加算してくるのではないかと心配しております。

果たして当時国と協議をしながら進めてきた、５年
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７カ月、６年弱の事業が予定どおり進んでいるかと

いうのをお聞きします。

国の所管している内閣府沖縄〇下地明和企画部長

総合事務局開発建設部の話では、順調に進んでいる

という話を伺っております。

次、15ページをごらんください。〇中川京貴委員

これも先ほど、午前、午後にまたがって質疑が出

ていましたバスの公共交通利用環境改善事業という

ことで たしかいろいろなメニュー ２つのメニュー、 、

の中で10億円の県からの補助金が出ていると、先ほ

ど答弁していましたが、やはり沖縄県は鉄軌道がな

い中で、那覇地域は一部ありますけれども、やはり

バス、タクシーの観光客を初め利用客はふえており

ます。そういう意味では、今どれだけバス停留所が

、 、 、あって そこは屋根つきなのか 腰かけがあるのか

聞かせてください。

バス停留所の数ですが、国〇座安治交通政策課長

土交通省の調査によりますと、沖縄県のバス停留所

の数は2210カ所ございます。上屋につきましては、

実は上屋は国がつくったり、県が整備するもの、あ

るいは市町村、あるいはバス協会、それと個人でや

るところもあります。そういうことがあって、全体

の数が把握されていないのが実情です。バス協会に

尋ねたところ、バス協会で管理しているのは172カ所

あるということでございました。

部長、やはり先ほどあえて質疑し〇中川京貴委員

たのは、まさに観光振興の一環の中で、バス停留所

も一括交付金が活用できると思っています こういっ。

た不用額を出す前に、バス会社とも調整しながら、

市町村だけに任せるのではなく、県も一緒になって

、 、このバス停留所 観光客が―沖縄は御承知のとおり

急にスコールが出たり、強い日差しの中で、バス停

。 、 、に立っている観光客をよく見かけます 私は ぜひ

バス会社だけに任せるのではなくて、屋根つき、あ

るいは強い日差しを遮るようなバス停留所を確保し

ていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。

公共交通の利用環境の改善と〇下地明和企画部長

いう意味では、早急に取り組まなければいけない課

題だと思っています。今、課長からも答弁がありま

したように、それぞれ国道では国、県道は県と、市

道では市とか、そういう役割分担をしながら今進め

ているところですが、県も全く整備していないわけ

ではなくて、県道については整備をしております。

それを、旗を振って促進させるように、国にも市町

村にも、そして県もやりながら、利用環境の改善と

いう取り組みをしていきたいと考えております。

次、19ページと20ページにまたが〇中川京貴委員

りますが、離島航路運航安定化支援事業と離島空路

確保対策事業、両方またがりますけれどもも、ぜひ

今、最後に残っているだろうと言われている伊平屋

空港の件、これも平成27年度、平成28年度の一般質

問、代表質問で出ておりました。今、伊平屋空港に

向けての最大の課題は何でしょうか。

伊平屋空港の整備主管は土木〇下地明和企画部長

建築部ですが、当初の1200メートル案では、サンゴ

に影響があるのですか、そういうのもあって800メー

トルという話に落ちついているようですが、その整

備に当たって、今度はやはり最終的には、需要があ

るか、飛ぶエアラインがあるかというところに尽き

るのかなと思っております。

部長、御承知のとおり、土木環境〇中川京貴委員

委員会で我々も現場視察してきました。しかしなが

ら現場では環境調査も終わって、たしか環境調査で

２億5000万円か３億円の予算をかけて海洋調査も全

部クリアしております。滑走路もその分縮めて、余

。り埋め立てないような形での事業を進めております

しかし、私はある意味で土木建築部はクリアしてい

ると思っています。問題は企画部で、空港ができる

ことによって、どういった形で空港会社とまた連携

をとれるかという話になっていると思いますが、空

。港会社とそういう話し合いは進んでいないのですか

、〇座安治交通政策課長 伊平屋空港につきましては

土木建築部から、実はつい先日、話し合いを持ちた

いとありまして、議題は就航航空会社のヒアリング

に同行してくれということでした 現在 琉球エアー。 、

コミューター株式会社―ＲＡＣ及び第一航空株式会

社―第一航空のほうに、事業者に就航意向というこ

とで、意見聴取に一緒に伺うということにしており

ます。そういう状況です。

あえて聞きますが、空港会社やそ〇中川京貴委員

うしたインフラ整備、あれは課はどちらですか。調

整する課は土木建築部ですか。

空港のインフラ整備につい〇座安治交通政策課長

ては空港課が整備することになっております。

休憩いたします。〇渡久地修委員長

（休憩中に、中川委員から、航空会社との調

。）整を担当する部署の質疑と説明があった

再開いたします。〇渡久地修委員長

座安治交通政策課長。

就航に当たりまして、就航〇座安治交通政策課長

の意向というのは、初めに空港をつくるときに土木

建築部と企画部と一緒になって、航空会社を当たっ

ていくのが、従来からの取り組みでございます。

それで質疑していますが、つくる〇中川京貴委員
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のは土木建築部であっても、空路確保事業とか、イ

ンフラ整備、空港路線の維持を図るための仕事は企

画部だと思っておりますので、ぜひ話を煮詰めて、

一日も早い伊平屋空港の実現に全力で取り組んでい

ただきたいと思います。部長いかがでしょうか。

、 、〇下地明和企画部長 まず 今話が出ましたように

飛ぶ航空会社がないとつくれないわけですから、そ

の可能性があるところへ、一緒になって訪問しなが

ら進めていきたいと考えております。

次の質疑に移ります。26ページの〇中川京貴委員

沖縄離島体験交流促進事業。

先ほども質疑が出ましたが、この事業は、たしか

川上前副知事が企画部長のときからスタートした、

平成22年か平成23年だったと思いますが、私も離島

のすばらしさ、また離島であるがゆえの苦しみ、不

。 、便さをよく理解しております そういった意味では

なぜ沖縄本島の子供たちが離島体験交流学習という

メニューの中でできているのに、離島の子供たちが

沖縄本島で学習できないのかということを本会議の

一般質問でも取り上げました。現在においては、離

島の子供たちも沖縄本島で学習できるようになって

おりますが、これは離島交流学習の予算のメニュー

でやっているのですか、それとも別枠でやったので

すか。

平成27年度は、島の魅〇屋比久義地域・離島課長

力再発見推進事業という形で別枠でやっておりまし

た。平成28年度、今年度につきましては、離島体験

交流促進事業の中で予算を確保した上で 一体となっ、

て事業を実施しております。

下地部長、これはですね、部長も〇中川京貴委員

よく知っていると思いますが、県の職員にジンブン

を出して、同じ環境の子供たちが、沖縄本島の子供

たちは学ぶことができて、離島の子供たちは学ぶこ

とができないと。これは教育長にも質問したら、教

育長もそれはあってはいけないと、同じ子供たち、

沖縄県民の子供たちは、ひとしく学べる環境をつく

るべきだということで、私はこれを当時の謝花企画

部長に要請をしました。これは一般質問でも取り上

げました。余りにも人気があって、補正予算を組ん

だ経緯もあります。そういった意味では、子供たち

に離島のすばらしさを学ばす。そして、当初は別の

予算でやりましたけれども、結果的には企画部が知

恵を出すことによって、ジンブンを出すことによっ

て、この一括交付金を活用した事業ができたという

ことですよね、そうですよね。

平成22年度からスタートして〇下地明和企画部長

いるということで、一括交付金の２年前からです。

沖縄の島嶼性という特徴を十分に説明するというこ

とによって、一括交付金という形で飛躍的に拡大が

できたということで、子供たちへの影響だけではな

、 、くて 離島の方々が民泊の許可を得ることによって

また別の活性化というか側面が出てくる。これを踏

まえた上で申し上げますと、島あっちぃ事業も、離

島にそういう一般の民泊を活用した形で、今回プロ

グラムを組むことができたということで、多大なる

効果が出ていると思いますし、子供たちへの影響と

いう意味でも、自分のことを言うのも何ですが、私

も宮古の片田舎の生まれですから、よくその環境は

知っているつもりなので、すごくためになる事業だ

と身をもって感じています。私も渡名喜島に何月で

したか、子供たちと一緒に行って来ました。子供た

ちが随分変わるなと、目の前で見てきましたので、

すばらしい事業だと感じています。

私も一般質問で提案した経緯も〇中川京貴委員

あって、この子供たちが離島で学んで学習して、新

聞に載せて、それを県民が見たときは本当に誇らし

。 。く思います まさに生きた教育だと思っております

そういった意味では、その事業がスタートした時期

に離島を回りました。しかし離島の方々は、夏休み

や観光シーズンにはできたら来てくれるなと。観光

シーズン以外に来てほしいとありましたが、今現在

はどうなっておりますか。観光シーズンは外してお

りますか。

派遣そのものについて〇屋比久義地域・離島課長

は、おおむね６月から12月になっていますが、今、

中川委員がおっしゃっているシーズンは夏休みの期

間と理解しておりますが、基本的に夏休みの期間は

実施しておりません。これは派遣する学校側と受け

入れ側のニーズといいましょうか、希望というもの

を調整 マッチングを行った結果 そういう形になっ、 、

ております。ただ、離島の子供たちが、沖縄本島、

離島に行くということについては、お互いの希望等

が合致いたしましたので、夏休み期間中、これは今

年度ですね、７月26日から29日の中で実施した事例

はございますが、基本は夏場といいますか、夏休み

期間中は外れております。

当初は、御承知のとおり、中学生〇中川京貴委員

も行く予算でしたが現在はなくなっています。私は

ぜひ部長にお願いしたいのは、将来、子供たちが離

島での体験を、経験を生かせるように、そしてまず

事故がないことが大前提だと思っております。そう

いった意味では、その子供たちが、これは授業の一

環ですが、ひとつ要望は、３月に決まって４月から

学校側に投げるので、せめて12月から学校側に案を
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投げておかないと、学校はその年の授業がスタート

できません。そういった意味では、公募は12月ぐら

いからして 決まるのは 予算が決まらないとスター、 、

トできないと思いますが、公募して学校に投げるの

は、２月、３月じゃなくて、その前からやるべきで

はないかと思いますがいかがでしょう。

派遣校の選定、募集に〇屋比久義地域・離島課長

ついてですが、大体、今の10月ごろから募集を学校

のほうにかけまして、10月から12月にかけ募集をか

けて、２月ごろには仮内定、４月に入って本決定と

いう形で進めておりますので、学校側の次年度の学

校行事に影響がないというか、それと整合性がとれ

、 、るような形で実施しておりますし 仮に今の中でも

やっているやり方でも少し見直しが必要であれば、

またこれは学校側、あとは受け入れ側との調整の中

で、必要な見直しがあればやっていきたいと思いま

す。

部長 ぜひ見直してください ２月〇中川京貴委員 、 。

に決まって４月ではもう行けないのです。ですから

せめて12月いっぱいに内定をして、４月からすぐス

、タートできるような仕組みをつくっていただきたい

要望です。

今、屋比久課長が説明したよ〇下地明和企画部長

うにもっともっと前倒しでできるように、学校関係

者、あるいは受け入れ関係者、そことの調整を図っ

ていきたいと思います。

仲田弘毅委員。〇渡久地修委員長

主要施策の成果に関する報告書の〇仲田弘毅委員

24ページと19ページ、おのおの離島航路運航安定化

、支援事業と沖縄離島住民等交通コスト負担軽減事業

島チャビを抱えている、先ほど下地部長は 「私も宮、

古の片田舎ですから」というお話がありましたが、

やはり島チャビというのはその離島に住んだ人でな

いとわからない、大きな課題だと思いますが、仲井

眞前知事は、離島の振興なくして沖縄県の発展はあ

り得ない、こういうようにしっかり離島振興をやっ

てきた経緯があります。その中で、まず、航空航路

の運賃に対して、企画部として、一括交付金等を利

、用して今現在どのような形で事業が進行しているか

その現状をお聞かせください。

県では、沖縄県離島住民等〇座安治交通政策課長

交通コスト負担軽減事業というのを実施しておりま

して、船賃についてはＪＲ在来線並み、航空運賃に

つきましては新幹線並みの運賃を目指して、船賃で

は約３割から７割、それから航空運賃に対しまして

は４割の運賃低減が実現しております。これにより

まして離島住民の割高な船賃及び航空運賃の負担軽

減が図られているところです。さらに病院や高校が

ない小規模離島につきましては、観光客等の交流人

口の航空運賃についても３割低減しているところで

ございます。また、小規模離島ではありませんが、

那覇－久米島の路線につきましては、現在実証実験

としてではありますが、1.5割の割引を交流人口―観

光客の方々にも適用しているという状況でございま

す。この効果によりまして、利用実績等も上がって

きておりまして、住民の交通コストの低減によりま

して、行き来が多くなったとか、病院とか学校の進

学にも大分便利になったという声が来ているところ

でございます。

この低減、軽減事業について、一〇仲田弘毅委員

括交付金の充当のぐあい、対応策はどのようになっ

ておりますでしょうか。

本事業は一括交付金を活用〇座安治交通政策課長

しておりまして、事業費の８割が一括交付金を充て

ている状況でございます。

先ほど部長が宮古の御出身だとい〇仲田弘毅委員

うお話がありましたが、ちなみに平成28年度、こと

しの一般社団法人沖縄県ＰＴＡ連合会の研究大会は

宮古島で開催されました。もう10年ぐらい経過して

おりますが、それまでは沖縄本島地区でしか開催さ

れなかった。ですから、やはり離島の活性化も含め

、 、て 先島も２年に１度は組み入れてやりましょうと

こういった形で、やはり離島は離島で頑張りますけ

れども、沖縄本島の皆さんも応援しないといけない

なと、そのように考えています。

離島航路運航安定化支援事業の中で各離島の航空

航路を守るために、船舶の更新があります。私たち

うるま市は、沖縄本島地区にありながら、うるま市

はもともとは有数の５つの離島を抱えていた経緯が

。 、 、あります 今現在は津堅島という一離島 まだ離島

地域から橋がかからない。そこの船舶の更新という

か、今高速艇とフェリーが２隻走っていますが、フ

ェリーは観光用も含めて貨物物資の運送で今役目を

果たしておりますが、急病人が出た場合の搬送は高

速艇でなければ大変厳しいものがあります フェリー。

よりも高速艇のほうが、今更新の時期が早いとなっ

ているのですが、資料によりますと16隻の船舶が建

造または買収の中に、計画の中に入っているという

ことですが、これはうるま市の船舶も入っているの

でしょうか。

津堅島のフェリーにつきま〇座安治交通政策課長

して、離島安定航路の協議会の中で、平成32年から

平成33年にかけて建造するということで計画されて

おります。今のところ先例が８件ほどありまして、
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。今順番としては10番目ということになっております

今、委員御指摘ありました高速艇も老朽化している

というお話ですが、現在、事業者からフェリーの更

新支援、これは金額が大きいせいもあると思います

が、希望が出ておりまして、高速艇もできないかと

いうお話でございますが、先ほど部長が答えたとこ

ろでございますが、１航路１隻という原則がござい

まして、ほかの事業者がまだ終わっていないという

ところもあります。それについて、どのような計画

の組み方ができるかも検討して、あと事業者の意向

も踏まえながら考えていきたいと思っています。

ぜひ、うるま市としっかり話を煮〇仲田弘毅委員

詰めていただいてて、島は約600名の島民の皆さんが

一生懸命、津堅ニンジンをつくりながら、モズクを

つくりながら頑張っておりますので、600名の生命、

財産をしっかり守るためにも頑張っていただきたい

と思います。

14ページ。私たち総務企画委員会は以前に、群馬

大学を訪問させていただいて、そこで重粒子線の説

明を受けたり、費用対効果、あるいは建設費がどの

くらいかかるのか、患者がどれぐらい必要なのかを

勉強させていただきました。先ほど部長から、今現

在の計画にある重粒子線の医療機関に関しては、最

低でも450名ですか。これだけの患者が年間いないと

採算がとれないというお話なのですが、琉球大学病

院、あるいは琉球大学医学部とか、同附属病院との

話はどのようになっていますか。

西普天間住宅地区の〇長濱為一科学技術振興課長

返還跡地の利用に関しての琉球大学移転の話だと思

いますが 私どもが聞いているところでは 平成36年、 、

から平成37年ごろに今の敷地から移転をすると聞い

ております。重粒子線施設の検討につきましても、

これ単体でというわけではなく、当然移転をしてく

る琉球大学医学部とも連携した施設ということで

。ずっと検討されてきたというように聞いております

この最低でも四百数十名の患者が〇仲田弘毅委員

いないといけないという採算ラインは、何が理由で

これだけの患者が賄えるのかどうかという心配をさ

れているのでしょうか。

まず、当然その事業〇長濱為一科学技術振興課長

主体が治療施設を運営していく上で、収入と支出の

バランスがとれないといけないということになりま

す。440名のうち県内が半分弱、県外からのいわゆる

国内からの患者については、今、治療費が330万円と

いう設定で計算をしております。外国人は４割強で

す。それで、１人当たり500万円の治療費を取ると、

そういった収入の計算と、それからこの施設につい

、 、て管理費が非常にかかる あるいは電気代もかかる

そういう経費との収支の関係で、440人だと当然ペイ

するのですが、そういったような形の試算をしてい

るということです。

新しい事業でありますし、我々が〇仲田弘毅委員

視察した病院も、大変この採算ラインで厳しい状況

であると説明も受けてきましたが、本県としてもそ

れを実施するというところまではいってないという

ことでよろしいでしょうか。

先ほども今、課長の答弁でも〇下地明和企画部長

、 。ありましたように 患者の集患という課題があると

この調査報告書によりますと、県内での患者は200人

弱ぐらいしか見込めないという調査結果になってお

りまして、県外から、それから海外から含めて６割

近い人を集患しないといけないという中において、

先ほどの答弁にもありましたように、海外の患者は

ちょっと高目に設定するという課題も含めて、そう

いった大きな集患という課題がなかなか見えない段

階で、これを実施、決定するという結論にはなかな

か至らないという、今の状況ではですが、そういう

ことでございます。まだ実施すると決定したわけで

はないということです。

ぜひ期待もしておりますが、新し〇仲田弘毅委員

い事業をすることによって、これから県が行財政改

革をしながら、しっかりした行政運営をやっていき

たいという中において、採算ラインを割って、その

事業が赤字を出していくという状況になることも、

これもまた県としてはしっかり考えていかないとい

。 、けないと考えています しっかり事前調査もやって

うまくいけるように頑張っていただきたいと思いま

す。

下地部長、私は今回、代表質問をさせていただき

ましたが、一番最初の答弁は納得がいく答弁だった

のですが、再質問のときの答弁が若干違うのではな

いかなと思いました。私の質問の中で、高率補助が

なくなった場合で、どの程度の事業が―これは答弁

ですね。高率補助がなくなった場合、県はどうなり

ますかという質問に対して、部長は、高率補助がな

くなった場合、同程度の事業量を確保するには地方

債の発行によって対応することとなり、将来的な公

債費が増加するなど財政的負担が大きくなるものと

考えておりますと。そして自主財源が乏しい県政、

基盤が脆弱な離島小規模町村においては、影響が大

きいものと思いますと。しかし再質問、同じような

質問したときに、部長は、高率補助の緩和について

は激変緩和するという意味で、時間をかけた高率補

助の解消が必要だと思いますと答えているのです。
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つまり、高率補助は廃止すべきだということを念頭

において、今現在国との交渉に至っているわけです

か。

この答弁におきましては、な〇下地明和企画部長

くなったという前提を強くとってしまって、委員が

これがなくなったらどうするのだという、なくなる

という前提のもとで、それは困ると。逆に、本当に

なくなるのでしたら、急になくなったら困るという

、 、意味で 激変緩和という言葉を使わせていただいて

最初のほうは、なくなったということを前提にした

発言になってしまって、こういう表現になっている

ということで、御理解願いたい。

すぐに電話がありまして、県は今〇仲田弘毅委員

観光が好調に推移して、つまり観光産業による財源

で、6000億円ちょっとですね。これだけあるから、

もう国からの補助・助成は要らないじゃないかとい

う答弁だったという言い方なのですよね。ですから

やはり我々は、国と予算面で交渉するときは、誤解

がないように、しっかりやるべきことをやらないと

いけないと考えていますが、どうですか。

少し前提に重きを置き過ぎて〇下地明和企画部長

答弁してしまったことを反省しております。その部

分を切り取られたという感もなくもないのですが、

今の高率補助がなくなるという前提で答弁をしてし

まったものですから、それがなくなって困るという

のは、最初の答弁のとおりであります。

下地部長は、商工労働部長時代、〇仲田弘毅委員

我々と一緒になって、仲井眞県政で、国への要請・

陳情を一緒にやった仲ですから、我々が頑張ること

が 沖縄140万県民の 本当の意味での幸せにつながっ、 、

ていきますので頑張りましょう。

、 、 、〇渡久地修委員長 以上で 企画部長 会計管理者

監査委員事務局長、人事委員会事務局長及び議会事

務局長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。〇渡久地修委員長

次に、決算調査報告書記載内容について御協議を

お願いいたします。

まず初めに、要調査事項を提起しようとする委員

から改めて、提起する理由の御説明をお願いいたし

ます。

なお、説明の順番につきましては、お手元に配付

してあります要調査事項（委員会協議用）の順番で

お願いいたします。

花城大輔委員。

では、述べさせていただきます。〇花城大輔委員

１番ですね、そもそも知事の私的な機関と言いな

がら県の予算が執行されたということで、当初から

疑義があったわけであります。そして、第三者委員

会への公立性、中立性、これも二重基準で疑義が残

るということで、知事から直接お話をいただきたい

と思っております。

２つ目、ワシントン事務所の件でありますが、こ

れも知事公室長から、成果があったというように何

度も答弁がありますけれども、その成果について、

これについても予算にかかった費用対効果、これに

合うものかどうか、しっかりと知事から述べていた

だきたいと要望いたします。

３つ目、沖縄振興一括交付金の件であります。

これも総務部長答弁では再三納得ができない、内

閣府に対しては疑義が残るということでありました

が、知事からは3000億円台確保ということで、一定

の評価をするということで、大分答弁に開きがあり

ます。これについては知事と政府の間で、政治的な

駆け引き、または判断があったのかどうか、お尋ね

したいと思っておりますので、知事の出席を求めた

いと思います。

次に、中川京貴委員。〇渡久地修委員長

私は、要調査事項を述べたのは、〇中川京貴委員

ワシントン駐在員から直接事業内容及び成果を聞く

ことについてです。謝花知事公室長の答弁では、知

事部局としてワシントン事務所も１つの部局ではあ

るけれども、調査については、ワシントンと沖縄を

分けて調査を行っていると。そのためにワシントン

事務所を置いているという答弁でありました。

しかしながら、御承知のとおり一般質問、代表質

、 。問 多くの方からあれだけの質疑が出ておりました

また明確な答弁がされておりません。また、きのう

の総務企画委員会の中でも、やはり明確な答弁がさ

れていないこともありまして、要調査事項として決

算特別委員会で取り上げていただきたいと要望申し

上げます。

以上で、要調査事項を提起しよ〇渡久地修委員長

うとする委員の説明は終わりました。

次に、要調査事項として報告することについて反

対の意見がありましたら、挙手の上、御発言をお願

いいたします。

休憩いたします。

（休憩中に、中川委員から賛否の議論を行わ

ず報告するのではないかと確認があり、渡

久地委員長から意見として報告して、決算

特別委員会で取り扱いを判断するとの説明



－234－

があった ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

反対の意見がありましたら、挙手の上、御発言を

お願いいたします。

玉城満委員。

ワシントン事務所について、花城委〇玉城満委員

員と中川委員、これは同じ内容だと思いますが、こ

、 、 、のように 今やはり ネット上でも紹介されていて

ある程度の実績をやられていると私たちは認識して

いるわけです。だから、それは今回の議会のときの

知事公室長の答弁で私は十分伝えられていると判断

しております。だから、総括質疑に上げる必要はな

いと、私は反対いたします。

ほかに意見はありませんか。〇渡久地修委員長

新垣光栄委員。

、〇新垣光栄委員 私もワシントン事務所に関しては

これまで台湾、香港、シンガポール、北京も沖縄県

は事務所があるわけであって、同じような人件費の

策定とかやっていると思います。

ただ、今回の問題に関しては、事務所を立ち上げ

るときに結構問題があったということは、一般質問

等で私もお聞きして、不明の点もありましたけれど

も、ちゃんとこの知事公室長直轄の組織として、説

明は果たしていると思っていますので必要ないので

はないかと思っています。

ほかに意見はありませんか。〇渡久地修委員長

比嘉瑞己委員。

一括交付金の件ですが、知事は評〇比嘉瑞己委員

価をして、総務部長は計算方式については疑問があ

りますよという答弁なので、整合性はあると思いま

すので、調査は必要ないと考えます。

ほかに意見はありませんか。〇渡久地修委員長

仲宗根悟委員。

これは花城委員の質疑の前提にも〇仲宗根悟委員

ありましたように、末松議員も本会議で聞いている

のです。それで、あれ以上の答えは出ないという気

がしています。それで、これまでの本会議、そして

委員会でのやりとりの中で十分交わされているもの

と思っています。改めて知事を呼んで聞くというも

のでもないのかなという意味で、尽くされたという

意味では、要調査事項として上げる必要はないので

はないかということです。

ほかに意見はありませんか。〇渡久地修委員長

（ 意見なし」と呼ぶ者あり）「

意見なしと認めます。〇渡久地修委員長

以上で、要調査事項として報告することへの反対

意見の表明を終結いたします。

次に、決算特別委員会における調査の必要性及び

整理等について、休憩中に御協議をお願いいいたし

ます。

休憩いたします。

（休憩中に、要調査事項の必要性及び整理等

について協議した結果、ワシントン事務所

については一本化し、辺野古埋立承認に係

る第三者委員会について及び沖縄振興一括

交付金の予算減額についてを報告すること

で意見の一致を見た ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

要調査事項につきましては、休憩中に御協議いた

しましたとおり報告することといたします。

次に、特記事項について御提案がありましたら、

挙手の上、御発言をお願いいたします。

休憩いたします。

（ 、 、休憩中に 特記事項について協議した結果

沖縄振興一括交付金の繰越額及び不用額の

圧縮に向け最大限努力すること及び交付決

定時期の早期化に努めることについてを報

告することで意見の一致を見た ）。

再開いたします。〇渡久地修委員長

特記事項につきましては、休憩中に協議いたしま

したとおり報告することに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。〇渡久地修委員長

よって、さよう決定いたしました。

次に、お諮りいたします。

これまでの調査における質疑・答弁の主な内容を

含む決算調査報告書の作成等につきましては、委員

長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議あ

りませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。〇渡久地修委員長

よって、さよう決定いたしました。

以上で、本日の日程は全て終了いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後４時１分散会
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